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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 
発電コスト検証ワーキンググループ（第３回会合） 

 
日時 令和３年４月 12 日（月）13：00～16：00 
場所 Skype によるオンライン開催（事務局は経済産業省別館 3 階 310 会議室） 
 
１．開会 

 
○山地座長 
 座長の山地です。定刻になりましたので、発電コスト検証ワーキンググループ第３回の会

合を始めたいと思います。 
 本日は、私も京都の RITE 本部からオンライン参加しております。 
 前回から、個別電源の議論に入っておりますが、今回は火力発電と原子力発電ということ

でございます。 
 また、本日オブザーバーとして原子力損害賠償支援機構の山名理事長にご参加いただい

ております。 
 
２．議事 

 火力発電等に関する論点 
 原子力発電に関する論点 
 
○山地座長 
 それでは議事に入っていきたいと思います。 
 資料は、あらかじめファイルで送付されていると思いますので、資料の説明に入っていき

たいと思います。 
 まずは事務局から資料１と２の説明をお願いいたします。 
○長谷川資源エネルギー庁総務課需給政策室長 
 事務局の、資源エネルギー庁需給政策室の長谷川でございます。 
 お手元の資料１、「発電コスト検証ワーキンググループ火力発電」というものについて、

まず説明をさせていただきたいというふうに思います。 
 まず、おめくりいただきまして右下２ページでございますけれども、まず火力発電の算定

補方法と諸元ということでございます。下に書いてございますとおり、サンプルプラントで

ございますけれども、直近に稼働した４基というものを、前回と同じような形でやっていき

たいということ、それからデータの更新ということで、②の化石燃料でございますけれども、

ＩＥＡのシナリオの数字を使っていくということ、それからＣＯ２価格でございますけれ

ども、これも前回同様の整理ではどうかということと、それから技術革新、これは 2020 年
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から 2030 年に向かって 30 年のモデルを考えるときに必要でございますけれども、燃料種

ごとに考えていってはどうかということです。 
 右下３ページご覧いただきまして、サンプルプラントでございますけれども、石炭とガス

は足下でも稼働しているものは結構多うございまして、石油については全く変えていない

ということでございますけれども、新しいものにリフレッシュをしている。ガスのほうは、

大きな違いがモデルプラントの規模でありまして、2015 年の段階で 140 万キロワットとい

うことでございましたが、直近のものを見ると 85 万キロワットということになっているの

が大きな違いであります。 
 右下４ページご覧いただきまして、化石燃料価格でございます。2011 年のコスト検証と

2015 年のコスト検証で、前回一番影響が大きかったのは為替の変化でありまして、2011 年

のときには非常に円高であったものが円安になったということが全体の数字に大きく影響

したわけでございますけれども、今回、為替は上の箱でございますけれども、105 円から

107 円ということで、ここはあまり変化がないということです。 
 他方で、燃料価格でございますけども、ガスをご覧いただきますと、842 ドルが 403 ドル

ということで、ほぼ半分くらいになっている。また、原油は 105 ドルから 45 ドルというこ

とで、これも大きく下がっていて、この辺りが影響してくるところかなというふうに思いま

す。 
 それから、右下の５ページと６ページも併せて見ていただければというふうに思います。

化石燃料の価格でございますけれども、Word Energy Outlook、ＩＥＡのレポートでござい

ますけれども、その中で公表済政策シナリオ、いわゆるＳＴＥＰＳといわれているものと、

持続可能開発シナリオ、ＳＤＳというものに価格のトレンドというのが乗ってございまし

て、2030 はないんですけど、25 と 40 というふうに価格が載っています。 
 下の青いバーがＳＴＥＰＳで、赤いバーがＳＤＳということで、２つあるわけでございま

すけれども、おめくりいただきまして右下６ページですね。ちょっと石油とガスと石炭の並

びが違っていて、石炭と原油を入れ替えてもらえればというふうに思うんですけれども、ほ

かの、アメリカのＩＥＡでありましたり、それから世界銀行の数字を見ると、例えば原油と

いうものは上がっていく。天然ガスというものも 2030 年に向かって上がっていく。石炭に

ついては、ワールドバンクは微減ですけれども、ＩＥＡのほうはやや上がっていくというこ

とでありまして、こういった見通しも加味しますと、さっきの構造の青と赤でいうと、どち

らかというと青のほうが近いのかなというふうに見えるということであります。 
 それから、７ページ、８ページ、９ページは、ＳＴＥＰＳというシナリオをベースにして

補正した数字になってございまして、発射台を日本の数字にして、傾きには公表されている

２点、これを直線で結んだ上で、そこから先は対数回帰をするということをやっていまして、

補正したものが青いバーということになります。７ページが石炭、８ページがガス、９ペー

ジが原油ということになります。 
 それから右下 10 ページでございますけれども、ＣＯ２価格ということでありまして、足
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下の数字につきましては、なかなか引用できるものというのは少ないので、ＥＵの排出量取

引市場のＥＴＳの価格、この平均というのを前回取ってございまして、今回も取るというこ

とでどうかと。足下で申し上げますと、2019 年の平均価格というのがございまして、これ

が 27.7 という数字になっているということです。 
 右下 11 ページでございますけれども、それを発射台にしながら、先ほどのＩＥＡWord 
Energy Outlook のＥＵ ＳＴＥＰＳという、ＳＴＥＰＳの中のＥＵのＣＯ２価格というの

がございまして、2025 と 2040 しか載ってございませんけれども、34 ドルと 52 ドルとい

うことで、これも間を点で結んでいきますと、30 年というのは大体 40 ドルぐらいというよ

うなイメージかなというふうに思います。 
 それから、右下 12 ページでございます。技術革新によるコスト低減の考え方ということ

でありまして、ロードマップ上は、石炭のほうは例えばＡ－ＵＳＣとかＩＧＣＣとか、それ

からＩＧＦＣといったようなものもありますし、ガスのほうも温度がどんどん上がってい

くということでありますけれども、今回どこまで見込むかと。既に足下で石炭ＩＧＣＣござ

いますので、2030 年モデルプラントでもＩＧＣＣというものの発電効率を前提に置いては

どうかということですし、ガスのほうは 1,700 度級、こういったものを前提に 57％という

ふうに置いてはどうかということであります。 
 それから、右下 13ページでございますけれども、燃料価格による感度分析ということで、

燃料価格、石油を中心に、なかなか予測を当てることは難しいというか、なかなか当たらな

いということがありまして、燃料価格のところ上下 10％、20％、こういったものについて

も感度分析をしていくことが有効ではないかということです。 
 14 ページは、石炭とガスと石油について、それぞれ上と下に 25 年断面でずれた場合とい

うのを載せているものであります。 
 それから、右下 15ページ以降、ＣＣＳ付火力発電というところにまいりたいと思います。 
 右下 16 ページでありますけれども、ＣＣＳにつきましては、前回のコスト検証のときに

は、ＩＥＡの Energy Technology Perspectives というレポートなんかでも、まだまだ技術

的に見通しが十分つかないところがあるということで、前回分析は深くはしていないわけ

でございますけれども、足下で、下に、例えばアメリカのＤＯＥ、それからイギリス、こう

いったところで分析例があるということでありますし、１枚おめくりいただきまして右下

17 ページでありますけれども、日本におきましても、苫小牧で 2019 年 11 月に 30 万トン

を達成ということで、技術的には確立をしているということでありますし、下の図でありま

すけれど、カナダとかアメリカ、こういったところで実際のプロジェクトもあるということ

で、ある程度扱っていくことが必要であろうというふうに考えられます。 
 右下 18 ページでございます。ＣＣＳ技術の概要ということで、分離・回収、輸送、貯留

と、こういったような中身になっているというもののご説明になっております。 
 それを、右下 19 ページでございますけれども、コスト検証に当てはめるとどういうこと

になるかということでありますけれども、まずモデルプラントとしては、分離回収設備とい
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うものを付けるということを考える。そのときに、石炭火力、ＵＳＣですね。それからガス

と、それからＩＧＣＣというものをそれぞれ想定する。それから、輸送と貯留ということに

ついては別途計算をしてＣＯ２の処理量に応じて割り戻すという考え方でどうかというこ

とを述べています。 
 右下 20ページでありますけど、こちら、ＣＣＳ付火力のコストのイメージということで、

ＤＯＥの試算例というものを載せています。 
 それから右下 21 ページでありまして、「カーボンリサイクルとは」というふうにさせて

いただいていまして、こちらは経済産業省としても日本政府としても取り組んでいるカー

ボンリサイクルということで、実は、ＯＥＣＤのコスト分析なんかでも「ＣＣＵＳ付火力」

という書かれ方をしていまして、まさにそのＣＣＵＳということですけれども、ＯＥＣＤの

ほうでも、今やっているのは、「Ｕ」のところではなくてＣＣＳ付のものでございますので、

今回われわれがＣＣＳのほうでやろうとしているということと平仄（ひょうそく）はそろっ

ているわけでございますけど、現在あるものとして、カーボンリサイクルというものはこう

いったものだというご説明をしているスライドになります。 
 それから、右下 23 ページ、水素発電ということでありまして、モデルプラントにつきま

しては、可能性としては２通りありまして、下の①でございますけど、500 メガワット級の

大きなもの、それから②でございますけど、神戸にあります１メガワット級のコジェネの小

さなものということであります。どちらを表にするかということでありますけど、③の世界

の水素発電の主な動きというところを見ていただきますと、三菱パワーがオランダで 44 万

キロワットのものを参画をし、27 年ごろには大型水素専焼発電の商用運転を計画している

とか、また、同じ三菱パワーでございますけど、米国で 84 万キロワットの受注をし、2025
年には水素混焼率 30％、45 年に 100％専焼、こういったことを考えますと、どちらかとい

うと 560 メガワットのほうがモデルに近いのかなということで、そちらを置いてみてはど

うかということです。 
 それから、右下 24 ページでございます。水素発電のコスト試算はなかなかまだ技術が黎

明期でございますので、確立したやり方というのはまだまだこれから検討の余地というも

のはあると思うんですけど、ＩＥＡの Future of Hydrogen というレポート、もしくはコス

トの 2020 年のレポートにも引用されてございますけど、この中で発電コストについて試算

をしているということでありまして、見ていただきますと、下にＧＴ ＮＧと書いてあるの

とＣＣＧＴ ＮＧというのがありまして、こちらは天然ガスということになっていますけ

れども、この右の、そのさらに右のＣＣＧＴ Ｈ２というところを見ていただきますと、Ｃ

ＡＰＥＸ、ＯＰＥＸと書いてありまして資本費と運転費、これはガスと同じに置いていると

いうのは一つ特徴になっています。 
 従いまして、水素については、水素にすることによって資本費とか運転費が変わっていく

というよりは、燃料費のところで考えていくというような整理になっていまして、ここでも

そういうふうに置いてはどうかということです。 
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 また、水素の価格というのは、今、各国イノベーション、日本も含めて取り組んでおりま

すけれども、なかなか置き方が難しいので、ＩＥＡのほうも 1.5 ドル／キログラム、２ドル

／キログラム、３ドル／キログラムということで、ある種３つの幅を持って置いているとい

うことであります。それで、ここでも幅を持ってはどうかということであります。 
 それから、先ほどのプロジェクトの例を見ていただきましても、2030 年断面で、専焼と

混焼、これは両方あるのかなということでありまして、専焼のほうは 100％でございますけ

ど、混焼のほうはさまざまな率が想定をされますけれども、今こういったものになりそうだ

というのがはっきりしたものがないので、そう考えますと、データ取得可能な体積ベースで

30％、熱量ベースでいうと 10％というところを置いてみてはどうかということを書いてご

ざいます。 
 それから、25 ページ以降、アンモニアでございます。 
 26 ページと 27 ページというのは、アンモニアというものはこういうものですよという

ご説明になっていまして、27 ページのほうを見ていただきますと、大体２億トンくらい作

られて 2,000 万トンくらい運ばれている。100 万キロワットの石炭火力発電に 20％混焼す

ると、年間 50 万トンくらい必要になるといったようなことを書いてございます。 
 右下 28 ページでございますけれども、2030 年に向けての技術革新ということで、今、ア

ンモニアの 20％混焼、こういったものに技術開発取り組んでございますので、30 年断面で

はこのくらいの混焼率、専焼と混焼でいうと混焼ですね。こういったものを想定するのが適

当じゃないかということであります。 
 それから、右下 29 ページでありまして、これもアンモニアの価格ということでありまし

て、これも水素と同様、製造方法とか、ＣＯ２回収方法とか、いろんなことで幅が出てしま

うので、幅を持って置いておくということがいいのではないかということです。 
 それから、今足下でもいろんなプロジェクトがございますけれども、価格低減というもの

は、ある程度、10％くらいになりそうだという企業の見通しもありますので、そういったも

のを活用していく。 
 それから、水素のほうは、発電所や付帯する必須の設備というのはあまりなくて、燃焼器

だけが変わっていくということですけれども、アンモニアのほうは、付帯する受入設備とか

混焼設備というものがありますので、ＣＣＳのような形で考慮することが必要じゃないか

ということ、それから、運転維持費とか設備利用率、出力というものについては、石炭火力

をベースにして、ＣＯ２対策費は、アンモニアからは出ないのでゼロというふうにしたらど

うかという、そういった考え方で整理をしてございます。 
 続きまして、資料の２、原子力につきましてもご説明をさせていただきたいというふうに

思います。 
 資料の２でございますけれども、おめくりいただきまして右下２ページでございますけ

れども、こちらは、これまでこのワーキンググループでも議論をしてきたような中身につい

て、改めて考え方を整理してございます。 



 6 

 まず、各費目について、2015 年の発電コスト検証ワーキンググループでかなりご議論い

ただいた、その整理された考え方というものを踏襲するということにしてはどうかという

こと、それから、５年間たってございますので数字のアップデートというものがございます。

従いまして、追加的安全対策費、福島原発事故関連、それから核燃料サイクル費用、こうい

ったものについても最新の数字を入れたらどうかという、そういった考え方でやってはど

うかということでございます。 
 おめくりいただきまして右下３ページでありますけれども、これは 2015 年のときの報告

書の引用になってございます。当時、2014 年段階で仮に作るとするとということで、10.1
円パーキロワットアワーということと、それから、その内訳というものはこういうものだっ

たという当時のスライドを引用ということになります。 
 それを踏まえまして、右下５ページでありますけれども、個別項目に参ります。 
 追加的安全対策の考え方の整理ということで、これも報告書の資料の引用ということで、

どんな項目がありますかというものを整理をしてございまして、右下６ページは、仮に今か

ら新設をするというふうになると、設計段階で反映できるものというのが一部ございます

ので、そういったものは追加コストから差し引くことが適切であるわけでございますけど、

例えばどんなものがあるんだと、配管設備とか防潮堤とかであると、そういったことを述べ

ているスライドになります。 
 それから、右下の７ページでありますけど、これも報告書の引用になっていまして、前回

の追加的安全対策費というもの、１つ目の丸でございますけど、当時 15 原発 24 基、平均

すると 1,000 億円でありますけれども、もろもろ精査をすると 400 億円弱節約できるとい

うか、差し引くことが適切だろうということで、当時は 601 億円１基当たりということを

追加的なものとして計上したと。それを、それぞれ計算をしていくと、２つ目の丸ですけれ

ども、0.6 円パーキロワットアワーということになったというのが前回の結果です。 
 それから、右下８ページですけれども、これは 2021 年のコストワーキンググループにお

ける追加的安全対策費の考え方ということで、現在、新規制基準適合性審査を申請している

16 原発 27 基について、最近の見積もりでありましたり、それから詳細ですね。場合によっ

て詳細なデータが必要なものについては、今、再稼働している５原発９基、こういったとこ

ろからお聞きをして、16 原発 27 基全体に割り戻していくという形で数字をアップデート

するということのやり方を述べております。 
 右下の９ページと 10 ページというのは、これも 2015 年に同じような図を使っておりま

したけれども、ポイントは一番右のＢというところでありまして、「精査の結果、除外すべ

き割合」というところでありますけど、１割とか５割とか、それから次のページ、８割、５

割、２割、６割、書いてございますけど、ここの数字が 2015 年の段階から少し一部変わっ

ていると。 
 変わっているのは、前回は工事とか始めたばっかりだったのでまだまだ見通しがつかな

いところがあったんですけども、進んできた結果として精査がされて、上がっているもの、
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下がっているものというのが出てきているということです。 
 右下 11 ページでありますけれども、そういった上がり下がりというのをそれぞれ精査を

していくと、今、27 基対象ということでいうと１基当たり 1,800 億円ということになると。

それからさらに差し引けるもの、設計段階で反映できるものを入れると 1,204 億円という

ことで、前回の 1,000 億円、601 億円というのが、1,800 億円、1,204 億円ということにな

るということで、数字は上がっていますけども、大体比率は、個別の項目の差し引ける比率

というのは変わっておりますけれども、トータルとしての比率は大体同じくらいというこ

とになっているということであります。 
 それから、右下 13 ページでありますけど、事故リスク対応費用の考え方といって、これ

も 2015 年の報告書の引用になります。 
 これはポイント４つ書いてございまして、共済方式と書いてございますけれども、この分

野は保険がなかなか成立するというような分野ではございませんので、関係当事者がお互

いに共助するという共済方式ということだということ、それから、２つ目ですけれども、追

加的安全対策で本当は損害費用というものは下がるのだろうということでありますけれど

も、それを適切に織り込むような方法論というものが確立をしていなかったので、2011 年

の考え方をそのまま踏襲をしたと。 
 それから、新規制基準の施行に伴って事故の発生頻度、こういったものも低減するという

ことが考えられるんですけれども、これも考慮していくと。その際に、確率論的リスク評価

（ＰＲＡ）、そういった数字も考慮していこうという整理でございます。 
 それから、右下 14 ページでございます。こちらも報告書からの引用でありまして、一番

上の丸でございますけれども、いろいろと精査をしていくと、下限というものは 12.2 兆円、

これは、モデルプラントベースに補正していくと 9.1 兆円という数字がありまして、それ

と、２つ目の丸でございますけれども、確率論的リスク評価で出ているような、2.4 分の１

に下がっていくというようなものを保守的に見積もって、2011 年には 2,000 炉・年という

考え方でやりましたけれども、2.4 分の１というか、２分の１ということで保守的に見積も

って、4,000 炉・年としたと。そういったものを考えていくと、事故リスク対応費用は、３

つ目の丸でございますけれども、0.3 円パーキロワットアワーというものになるのかなとい

うことが前回の整理でした。 
 右下 15 ページ、今回の考え方の整理ということでございますけれども、①、共済方式と

いうものを踏襲、これは変わらないだろうと。それから②の追加的安全対策費の反映の方法、

これも現段階でも確立したものがございませんので、2015 年のコストワーキンググループ

の試算を踏襲してはどうかと。それから③で、算定根拠についてもＰＲＡというものを参考

にしてはどうかということです。 
 右下 16 ページは、これも 2015 年の報告書からの引用でございまして、損害費用の内訳

を示しているということですけど、右下 17 ページが、今回少しフォーマットが変わってお

りますけれども、同じものを図示したものになっています。 
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 数字が変わっているところがございまして、下の図の左上の青い箱のところでございま

すけれども、東京電力改革・１Ｆ問題委員会に提示された見通しということで、これは 2016
年 12 月に出ている数字で、事故廃炉費用というものが 8.0 兆円、損害賠償費用というもの

が 7.9 兆円、除染・中間貯蔵費用というのが 5.6 兆円というのがこの資料に基づくもので、

これを足すと下の 21.5 兆円ということです。 
 それから、前回の試算ではもうちょっと広い概念で積算をしておりまして、右のほうに発

電施設の減損とか核燃料の損失補正と、事故が起きると施設が減損したり燃料を使えなく

なるとか、それから行政費用、こういったものもありまして、この辺り要精査でございます

けれども、全体、そういったものを積み上げて精査をしていくという、そういった考え方じ

ゃないかということであります。 
 それから、右下 18 ページでありますが、共済方式の算定式ということでありまして、下

のような考え方で計算をしていってはどうかということで、前回と同じような計算式でご

ざいます。 
 それから、右下 19 ページでございます。ＰＲＡということでありまして、先ほど 2,000
炉・年を 4,000 炉・年というふうにしたわけでございますけど、ここの右下の青いところで

すね。2.4 分の 1 というところを保守的に見積もって２分の１というふうにして前回使った

ということであります。 
 それから、右下 20ページでございます。各国の政策の事故発生頻度の目標ということで、

例えば１万炉・年とか 10 万炉・年とか、日本の場合は 100 万炉・年に１回というような数

字を置いてございますけれども、数字というよりは、保守的に見積もってやっていくほうが

前回の議論でも皆さんの合意が取れているものでありますので、こういった資料もあると

いうことを認識しながら 4,000 炉・年ということでいいのではないかというようなことで

あります。 
 それから、右下 22 ページでございます。核燃料サイクル費用の考え方ということで、こ

れは前回報告書の引用になります。左下の試算モデルというところにございますように、ウ

ラン燃料の製造から、発電して、再処理・ＭＯＸ燃料製造、発電と繰り返していくわけでご

ざいますけれども、１トン当たりのウラン燃料費用などを、得られる電力量で割り、試算結

果は右下の 1.54 円になっています。 
 右下 23 ページでございます。これは諸元のような表になってございますけれども、前回

からの変更点は太字と下線のところです。前回のときには、再処理等積立金法という法律で

したが、今は再処理等拠出金法（2016 年５月）というものになってございます。その新し

い法律に基づいて出された事業費の見積もりは、2017 年６月が最新でございますが、MOX
燃料加工が 2.3 兆円、再処理が 13.9 兆円となっています。それから、中間貯蔵のところは

安全審査の進展を踏まえて単価をリフレッシュしていくことになります。 
 それから、右下 24 ページでございます。熱効率は前回 34.7％でしたが、最新のデータを

踏まえると 35.1%だろうということ。加えて、次世代生成率という、再処理等によって新た
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に生成される燃料の割合が、当時は 15％を見込んでいましたが、ＰＷＲとＢＷＲの比率が

前回の見込みと変わってきたということで、11％になるということです。 
 それから、各諸元についてのその他ということで、右下 26 ページでありますけれども、

資本費・運転維持費につきましては、最近のデータを電力会社に聞いてアップデートをしま

すよということであります。 
 それから、右下 27 ページでありまして、政策経費ということでありますけど、こちらは

３の丸でございますけれども、現存する 36 基、こういったものの年間総発電量で割ってい

くという考え方でどうかということであります。 
 それから、右下 28 ページの運転期間でございますけれども、40 年、60 年、法律に基づ

いたもので設定をしてはどうかということです。 
 29 ページ以降は参考ということで、スピーディーにやっていきたいと思いますけども、

右下 30 ページは、事故リスク対応費用のうちの損害額の算定方法ということで、一過性の

ものと年度ごとに発生するものというものを分けた上で、原子力の立地地域の平均と、それ

から福島県の場合、これをそれぞれ補正していって、１というものが平均値でありましたり、

0.97 というのは、福島のほうが大きいとか、人口比 1.03 というのは、福島のほうが平均よ

り小さいというようなところで、もろもろ掛けていきますと、右下の 6.9 兆円ということで

あります。 
 これは、積み上げられた 7.37 兆円に対して 6.9 兆円ということですので、上の箱にござ

います 7.9 兆円という全体のフレームとの調整をした上で総額が出てくと、そういうような

考え方です。 
 それから、右下 31 ページは、廃炉・除染・中間貯蔵ということで、廃炉の８兆円という

数字でありましたり、除染・中間貯蔵の 4.0 兆円、1.6 兆円と、こういったような数字を踏

まえてやっていくということですし、右下 32 ページの行政費用、こちらについても計上し

ていくわけでございますけれども、補償契約とか損害賠償仮払金とかは二重計上になると

ころもございますので、これは差っ引いていくということです。 
 それから、33 ページ、34 ページが、先ほど申し上げた図の右のほうにあった四角であり

まして、発電費用の事故を起こした場合の減損とか、それから、34 ページは核燃料の事故

が起きた場合に燃料を使えなくなるという損失、こういったものも考えていくということ

であります。 
 資料２のご説明は以上になります。 
 資料３のほうで政策経費、火力、原子力について載せてございます。こちらについては特

に説明はいたしません。事務局からは以上であります。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。では、続いて増井委員から資料４の説明をお願いいたし

ます。 
○増井委員 
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 増井です。聞こえていますでしょうか。 
○山地座長 
 はい、大丈夫です。お願いします。 
○増井委員 
 それでは、資料４、「ＣＯ２排出費用に関する動向」ということでご報告させていただき

ます。１枚おめくりください。 
 簡単に論点をまとめてみました。まず、気候変動問題に関しまして、特にパリ協定、1.5℃
特別報告書、こういったところが前回の議論とは違うところであろうかと思います。そうい

う意味で、発電費用の推計に炭素費用を組み込むということは適切であろうというふうに

思います。 
 ただ、将来の不確実性というのは、やはりきちんと考慮すべきであろうということではあ

ります。その一方で、ＣＯ２対策費用というのは、将来においてずっと上昇していくという

ような、そういう傾向もあるということは忘れてはいけないのではないかと思います。 
 また、今回の資料とはあまり関係ないかもしれませんが、別途経産省さんのほうでも、カ

ーボンプライシングに関する検討の中で国境調整措置が議論されておりますので、あるい

はＥＵ等で議論されておりますけれども、そういう措置が導入された場合に、仮に日本でカ

ーボンプライシングといったものが導入されなくても、何らかの対応というものが必要に

なる可能性があるだろうということで、繰り返しになりますけれども、発電費用の検討にお

いて、ＣＯ２対策費用を適切に反映するということは非常に重要になってまいります。次、

お願いいたします。 
 これは前回の検証ワーキングのところの繰り返しになるんですけれども、炭素の社会的

費用として、ＣＯ２対策費用というのを計上されたということを書いています。Word 
Energy Outlook の新政策シナリオの価格、これを基準に想定されたという、こういう経緯

がございました。次、お願いいたします。 
 今回、ＩＥＡの Word Energy Outlook の更新版であります 2020 年版のシナリオについ

て、先ほど事務局のほうからもご説明がありましたけれども、全部で４つあるんですが、具

体的に数値のあるのは１つ目の Stated Policies Scenario と、Sustainable Development 
Scenario、この２つであります。 
 どちらを使うのかということで、これまでの事務局の説明でも両方使うということでは

あったんですけれども、昨今の報道ベースでありますけれども、2030 年の排出削減目標も

深掘りしていくというように、そういう状況を鑑みますと、公表済政策よりもさらに排出削

減をしていかないといけないということで、Sustainable Development Scenario といった

ところを使うのが重要ではないかなと思います。 
 こちらがいわゆる２℃シナリオに相当するもので、2070 年までに世界の排出を実質ゼロ

にということです。今日本も想定しています 2050 年排出量を実質ゼロといったものは、最

後のところに書いています Net Zero Emissions by 2050 というこのシナリオになっており
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ます。次、お願いいたします。 
 具体的にどういった炭素価格が想定されているのかということなんですけれども、先ほ

ど申し上げました公表済政策シナリオ（ＳＴＥＰＳ）と持続可能開発シナリオでは、２倍か

ら３倍程度の炭素価格について開きがあります。ちょっと字が間違っておりますけれども、

単純に線形補間いたしますと、ＳＴＥＰＳでは 40 ドル、持続可能シナリオでは 88.7、90 ド

ル近くということで、２倍以上の開きがあるということで、この辺、どちらを使うのかとい

うことによって、結構大きな影響、違いが出てくるんじゃないかなと思っています。次、お

願いいたします。 
 一方、ちょっと古いんですけれども、ＩＰＣＣの第５次評価報告書、こちらのほうで、世

界全体の炭素価格といったことについて評価が行われております。 
 こちらは、世界全体が協調して、それぞれ大気中の温室効果ガスの排出量をある一定の量

に抑えるといったときの、世界全体の炭素価格について示されているわけなんですけれど

も、2030 年について見てみますと、一番右の 430 から 480ｐｐｍ、水色で書かれている棒

グラフ、これが大体２℃シナリオに相当するものですけれども、これが大体 100 ドルぐら

いになっています。2050 年、2100 年と時間がたつにつれて金額というのはどんどん高くな

るということがお分かりいただけるかと思います。こういう、将来にわたって対策を強めて

いくとＣＯ２の価格が上昇していくということは注意していかないといけないことだと思

います。次、お願いいたします。 
 一方、影響に関する炭素の社会的費用ということで、気温が上昇して、温暖化の影響によ

ってどういう損失が生じるのか、その損失を貨幣換算して評価しようというのが炭素の社

会的費用といわれているものでございます。 
 今回も前回同様に、アメリカの炭素の社会的費用、ＳＣＣについて、データの更新等、紹

介させていただければと思います。 
 こちらのほうは、気候変動影響、２つ目のポツですけれども、気候変動影響を組み入れた

３つのモデル、統合評価モデルと呼ばれるモデル、ＤＩＣＥモデル、ＰＡＧＥモデル、ＦＵ

ＮＤモデル、こういうモデルから計算された損失の平均値、これを、割引率２．５％、３％、

５％で評価したものプラス 95 パーセンタイル値について、３％で割り引いて評価、この４

つについて評価されております。次のページ、お願いいたします。 
 これが具体的な評価の図になるわけなんですけれども、さまざまな影響を加味して、実際

どの程度金銭換算で影響が生じるのかといったことを並べて、そのときの平均値ですとか、

95 パーセンタイル値、こういったものを評価するという形になっております。経済成長で

すとか、気候感度、割引率、こういったところについて、この図にありますような分布を持

って試算をしているというようなものになっております。次、お願いいたします。 
 アメリカにおいて、炭素の社会的費用の導入に関する経緯というものをまとめておりま

す。ブッシュ政権ということですので、もう 20 年近く前からこの制度というのは導入され

てきておりまして、数字の方針ですとか、考え方の方針といったことについても検討が行わ
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れてきております。次、お願いいたします。 
 特に、アメリカの米国省庁間ワーキンググループということで、大統領経済諮問委員会の

委員長ですとか、行政管理予算局局長、さらには科学技術政策局局長、この３名が co－chairs
となってこのワーキングを構成して、各省庁のメンバーから成るワーキングを構成して、こ

ちらのほうでいろいろと数字を調節、推計するというふうなことが行われております。 
 あと、次のページへ行ってもらってよろしいでしょうか。 
 米国の科学工学医学アカデミーが、炭素の社会的費用に関する推定について勧告を行っ

ております。今日は時間の関係上省略いたしますけれども、下から２つ目のポツ、透明性で

すとか、最新の科学との一貫性、不確実性の明示的表現、こういったところを明確にしなさ

いということで、５年をめどに更新をするというような、こういう勧告がなされております。

次のページ、お願いいたします。 
 トランプ政権下では炭素の社会的費用は、極めて限定的な取り扱いだったわけなんです

けれども、バイデン政権になりまして、炭素の社会的費用について新たに知見を取り入れて

見直すというようなことがあると思います。 
炭素の社会的費用という言い方も、2021 年１月 27 日に、ここに書いてありますけれども、

ＳＣＧＨＧということで、Social Costs of Greenhouse Gases という、炭素だけではなくて

ほかのガスについても幅広く評価するというような、こういう見方になっております。 
 ２月 26 日、今年の２月に暫定値として、物価調整をした 51 ドル、2020 年時点で 51 ド

ルというような金額の評価がなされておりまして、今年の後半から来年の半ばにかけまし

てこの数値全体の見直しということもあるとなっています。そのときに、気候リスクですと

か環境正義、世代間衝平性、こういったことを考慮するための方法論についても勧告される

となっております。次、お願いいたします。 
 こちら最後のページなんですけれども、２月に公表されましたＳＣＣの暫定値について

記しております。左から３列目の３％アベレージという列の一番上、2020 年、こちらが先

ほど言いました 51 ドル、この数字を申し上げました。2020 年に排出されるＣＯ２には 51
ドルのコストがかかってくる。これが将来にわたってどんどん大きくなる。また割引率が変

わることによっても数字というのは大きく変わってきます。こういうふうなところ辺りも、

今後ＣＯ２、温室効果ガスを排出していく、そういう中で、将来の費用、温暖化の影響とい

うことを考える上で非常に重要になるということで紹介させていただきました。 
 報告のほうは以上であります。どうもありがとうございます。 
○山地座長 
 ありがとうございました。それでは、続いて松尾委員から資料５の説明をお願いいたしま

す。 
○松尾委員 
 松尾です。 
 続きまして、資料５に基づいてお話しさせていただきます。私は原子力発電所のコスト、
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データについてお話しさせていただきます。 
 ２ページ目にお進みいただきまして、２つお話したいと思っていまして、原子力発電所の

建設費用と、それから設備利用率について話をしたいと思っています。建設費用、よく最近、

皆さんご承知だと思いますが、マスコミの報道なんかで、世界的に原子力発電所の建設費用

がものすごく上がっているというような報道がなされていて、現状、国民の多くがそれを信

じていると思います。ただ、データはどうなのかということをちょっとお話ししたいと思っ

ていますが、この２ページのところに、昨年の暮れに出されたＯＥＣＤのレポートに記載さ

れている建設費用を載せています。 
 日本については、これは前回 2015 年のコストワーキングをベースに出しています。安全

対策費用も積んだもので、大体キロワット当たり 4,000 ドル、40 万ぐらいということにな

っています。フランスとアメリカも大体同じぐらいで、スロバキアが若干高くて 7,000 ぐら

いですかね。それから、やはり韓国、ロシアは非常に安い。中国、インドよりも、むしろ韓

国、ロシアのほうが安いといったような結果になっています。やはり、特に韓国、ロシアな

んかはそうですが、継続的に建設を進めてきたということによって非常に低い水準にある

というのが現状だと認識しています。 
 よく引用されるのが、次の３ページ目に示している Lazard という、これは投資銀行だと

思うんですが、独自に電源別のＬＣＯＥの評価を行っていて、毎年出しています。 
 この資料を見ますと、原子力の赤く囲ってあるところですが、幅が広いんですが、同じ建

設単価について 7,675 ドルから１万 2,500 ドル。２ページ目と３ページ目を比べていただ

きますと、両方とも幅が広いんですが、幅がかぶってもいないということで、全然違うとい

うことが分かると思います。 
 何でこういうことが起きているのかということなんですが、恐らくというか、多分正しい

推測なんですが、Lazard のほうは、近年、特にヨーロッパとアメリカにおいて新規の建設

計画というのが進んでいます。しかも、それがプロジェクトが長引いていてコストが上がっ

ている。 
 例えば、ここに書いてあります Olkiluoto ですとか、Hinkley Point ですとか、そういっ

たところで、アメリカにもありますが、そういったところでコストが上がっているので、

Lazard はこういう評価をしていると思います。多分２ページ目のほうのＯＥＣＤのほうで

は、足下ではそうだけれども、それは何十年ぶりに建設したものだからであって、今後ある

程度建設計画が進んでいけば、これは下がってくるであろうというふうに多分政府が想定

して、それでフランスとかアメリカではこれよりは低い値になっているということは言え

ると思います。 
 なので、その辺は見方の違いなんですが、ただ、そうはいっても、別に世界で原子力発電

所を建てているのは欧米だけじゃないので、ロシアも韓国もインドも中国も建てています

ので、そういった意味で言うと、やはりこの Lazard の評価は若干見ている方向が狭いかな

というふうに思っておるところです。 
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 世界的に見ると、やはり幅が安いところから高いところまであるというふうに思います。

なので、基本的にはそれぞれの国の状況に応じたコストを見ていくべきであろうというこ

とが言えるのかなと思います。 
 ４ページをご覧いただきますと、これは世界の原子力発電所の建設単価の推移を示して

います。幾つかの国、ここでは６つの国だけ示していますけれども、よく言われるのは、ア

メリカにおいて、このグラフにありますけれども、1980 年代に運転開始したプラントで非

常にコストが上がったといったようなことがありまして、この後でアメリカでは何十年か

建設がなくて、新しく建てているのでやはりコストが上がっているわけです。ただ、これは

基本的にはアメリカ、もしくはヨーロッパも一部そうなんですが――の現象であって、例え

ばインドですとか韓国ですとか、継続的にやってきたところで、――ちょっとロシアのデー

タはないんですが――を見ると、やはりそんなに上がっていないということは当然かなと

いうふうに思います。なので、やはりこの辺は国ごとによって違うであろうということ。 
 それから、５ページ目のところに日本のデータを示しています。横軸に運転開始年を取り

まして、縦軸に建設単価を取っていますけれども、1985 年ぐらいで１回上がっているのが

見えると思います。白抜きの点が改良標準型と呼ばれる原子炉で、白抜きじゃないものはそ

れ以前のものなんですが、別にここでは改良標準化だけが唯一の原因だと言っているわけ

じゃないですが、少なくとも事実として、このころに建設単価が上がっているということが

あります。ただ、それは 1980 年代であって、その後福島事故に至るまでは、ほぼ上がりも

下がりもしていなかったというのが現状であるというふうに思います。 
 なので、少なくとも日本のデータを見る限りにおいては、今、コストワーキングでやろう

としていることは、足下、最新のサンプルプラント、それに追加的安全対策費用とかを積み

増して、それで評価するということですので、それは、恐らく正しいであろうというふうに

思われるというのが、少なくともこういったデータから明確に言えることかなと思ってお

るところです。 
 それから、設備利用率の話なんですが、６ページ目をご覧いただきまして、前回 2015 年

のコストワーキングでは、エクセル上では 10％から 80％幅広く設定することができるよう

にしていまして、デフォルト値が 70％にしていたということです。私の認識では、これは

別にあくまでもデフォルト値が 70％というだけで、それが正しい値ですと言っているわけ

じゃないというふうに理解しています。デフォルト値はデフォルト値なので 70％のままで

いいだろうという見方もあるかもしれませんし、その辺はちょっとお考え次第だと思いま

すので、ちょっとご議論いただければと思いますが、少なくとも、後で言いますように、一

部の炉では 90％ぐらいで運転できているので、エクセル上 90％まではあってもいいのかな

というふうに思います。ではデフォルト値はどうするか。 
 やはり、デフォルト値で計算した LCOE の値が資料に載って、それをみんなが見るので、

デフォルト値もそれなりに重要だと思います。参考までに、ほかの試算ですね。ＯＥＣＤで

は前々回言いましたように 85％ぐらいで置いています。それから、アメリカとかイギリス
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でも大体 90％近く、八十何パーセント、90％以上で置いているということですけど。 
７ページ目に世界の原子力発電所の設備利用率の推移を書いています。だんだん上がっ

てきてはいるんですが、大体 2000 年以降で言うと、世界平均で 80％を少し超えるぐらい

になっています。それから、アメリカでは高くて、90％ですね。アメリカが 90％で計算し

ているのはそれで分かるんですが、イギリスなんかは実績では 80％未満ぐらいでずっと推

移して 90％に達したことはないんですが、それでも LCOE は 90％で計算しているという

ところはあります。 
 これは、多分イギリス政府が考えていることとしては、イギリスの原子力発電所は古いの

で、新しく造ればもっと設備利用率を高くできるということかなと推測しますが、ちょっと

これはどうなのかなという気が若干しなくもありませんが、一応そういうことになってい

るということです。 
 それから、フランスなんかは負荷追従しているので若干低めだとか、そういった違いはあ

りますが、大体世界平均で 80％ぐらいですね。ご承知のとおり、日本では 2000 年ぐらいま

で 80％に上がったんですが、2000 年以降若干下がっていて、70％かそれ未満とか、それぐ

らいでした。 
 ８ページ目のスライドをご覧いただきますと、福島事故以降再稼働した原子炉、ここでは

９基書いています。司法措置による差し止めというのがあったので、それを入れるか入れな

いかでちょっと変わってきますが、それを含んで計算すると大体 75％ぐらい、それを除い

て計算すると 80％以上だということになっていますので、それぐらいかということですね。 
 ９ページ目、まとめが書いてありますけれども、基本的には、やはり少なくとも建設単価

は国のデータを使うのがよいので、前回から行っている方式でやるのが正しかろうという

ふうに思うところです。それから、設備利用率のほうはいろいろご議論あるかなというふう

に思いますので、ちょっと議論させていただければなというふうに思っているとこです。以

上です。どうもありがとうございました。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。 
 説明は以上でありますので、今から委員の皆さんからの議論ということにしたいと思い

ます。 
 前回も前々回もやりましたけれども、オンラインでやっているということもありますの

で、前回、前々回を踏襲して、第１ラウンドの発言については名簿順、アイウエオ順でいき

たいと思います。よろしくお願いいたします。 
 では、まず秋池委員、お願いいたします。 
○秋池委員 
お願いいたします。 
 事務局の説明に続いての増井先生と松尾先生のお話も大変参考になりました。それを伺

ってのことですけれども、まず、いろいろがグローバルな基準で考えることが出来て、燃料
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その他、グローバルに調達しているものもありますけれども、グローバルに取引されたり、

使われたりする類いのものと、それから、海外から調達するにしても、使う国の事情を大き

く反映する必要がある類いのものがあると思っておりまして、この辺りがうまく今回の検

証に反映されるといいというふうに思いました。 
 例えば、前者でいいますと、炭素の取引とか社会的な費用というのは、日本独特の事情も

あるものの、世界的に議論が進んでいく部分もあるのだろうと思いますのと、一方で、燃料

は海外から調達するものの、日本独特の調達、そういう方法で調達せざるを得ない部分とか、

そういうようなところもありますので、この辺りがうまく反映されると良いと思っており

ます。 
 ２つ目に、いろいろな部分でさまざまな項目が出てくるのですが、これが二重の計上にな

らないように、事務局が丁寧に見てくださっていると思いますが、そちらでよく見ていただ

ければと思っております。 
 ３つ目ですけれども、幅というものがありまして、様々なところで不確定な要因、それか

ら、まだあまり根拠が強くあるものではない数字を使わざるを得ない部分でありますとか、

それから、今動いている最中というか、そこの電源における状況が動いている最中のものと

いうようなものがありますので、そこはやはりうまい形で幅を持って表現されるといいか

と思います。 
 あわせて、１回目の松尾先生のお話にもありましたとおり、ミックスによっても、電源を

どれだけ使うかによっても価格が非常に変わるというところがございますので、そこも、ま

だ電源ミックスの議論の途上と理解はしておりますが、いい形で反映がされると良いと思

います。どうしても、こちらの WG で出していく数字が注目を浴びてしまうところがござ

いますので、誤解のないように使われると良いと思っております。以上です。 
○山地座長 
 ありがとうございました。では次、秋元委員、お願いいたします。 
○秋元委員 
 ありがとうございます。幾つかございますが、まず資料１から申し上げたいと思います。 
 資料１については、今、秋池委員がおっしゃったことと少し重複するのかもしれませんが、

価格の部分、価格の想定を置かれていて、その後プラスマイナス10％やプラスマイナス20％
といった感度解析をするということは、そういう面で感度解析をするということに関して

は、まず賛成でございます。 
 何かといいますと、将来の化石燃料の価格というのは、いろいろ国際機関なんかでもシナ

リオを出されていますが、ある程度、どれぐらい量が使われるのかということの、シナリオ

との部分もあるというふうに理解しています。要は、根本的な部分では、もちろん短期いろ

いろ、長期ではあると思いますが、基本的に需給バランスという部分が価格に影響すると思

われますので、量によって価格も違ってくるので、何か１つの価格で決め打ちするというの

は、量が少ない部分でいればいいかもしれませんけど、世界全体で化石燃料を使うとか使わ
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ないとか、そことも連動しながら価格が変わってくると思いますので、少し価格に関しては

慎重に見る必要があって、ただ、どれかに決めないといけないということは理解するので、

事務局のご提案により感度解析を加えていくということは望ましいかなというふうに思っ

たところです。 
 あと、29 ページ目のところでアンモニアの話になっていましたが、若干、すみません、

価格に関しては、製造方法やＣＯ２回収方法、地域によって幅があることから、一定の幅を

持って分析するというふうになって、これは適切かと思うんですが、ただ、製造方法によっ

て、例えばベースが、仮にですけどもグレーな水素から作ってアンモニアになっているとか、

ブルー水素でアンモニアにしているということと、グリーン水素をアンモニアというふう

に置いて、いろいろ幅が、やっぱり価格は差が出てくると思われますので、それ自体幅があ

っていいとは思うんですが、それに対して、一番下の部分でいきますと、ＣＯ２は、もう対

策費用については発生しないというふうにしてゼロにするということなんですけども、要

はグレーの、ブルーぐらいだったらいいんですけど、グレーが混ざっている価格を想定しな

がら、一方で、ＣＯ２排出部分に関してはゼロにするといったような算定の矛盾のない形に

してほしいなと。 
 要するに、矛盾のない形で想定してほしいと、どちらでもいいですし、両方あっていいと

思うんですが、ただ、あまりにグレーみたいな価格が含まれているのに、ＣＯ２対策費のほ

うだけはゼロにするということはやめたほうがいいんじゃないかというふうに思います。

それは少し、若干、20 ページ目でＣＣＳのコストの部分がありましたが、こちらはＣＯ２

で回収し切れない部分に関しては炭素価格を乗せるという形にしていますので、書かれて

いますので、そういう意味合いからすると、ブルー水素と同じような扱いだと思いますので、

そういう面で少し整合性を考えられたほうがいいかなというふうに思ったところでござい

ます。 
 資料２の原子力に関しては、前回の議論を基本的に踏襲されているということで、いろい

ろ議論はあるとは思いますが、私個人としては、前回の議論を踏まえるということは、過去

の議論を踏襲し、過去で議論したことを踏まえてそこが更新されてどうなったのかという

ことを示す意味で、基本的に事務局の整理で賛成したいというふうに思います。 
 資料４でございました、増井委員のご発表で少し教えていただきたいのが、まず最初の２

ページ目の部分だったと思いますが、２つ目のポツのところに「不確実性を考慮すべきであ

るが、ＣＯ２対策費用は上昇する傾向にある」と書かれているんですが、この上昇する傾向

にあるというところの意図をもう少し教えていただきたいというふうに思いました。 
 何かと申しますと、これはＣＯ２費用とおっしゃっているのは、この後のほうもいろいろ

な概念が混ざってご説明されていると思っています。例えば、後でＳＣＣの話をされていま

すが、これはダメージの話だと思いますが、そういう面で、このＣＯ２のダメージが大きく

推計されるようになってきているという意図で書かれているのか、もしくはＣＯ２削減が

将来的に厳しくなるとか、もしくは今厳しい排出削減の議論がなされるようになってきて
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いるのでＣＯ２対策費用が大きくなりつつあるとおっしゃっているのか。 
目標が深掘りされているのか、どうなのか、もしくは時点がだんだん行くに従って、ＣＯ２

の厳格削減費用を厳しくして上げていかなければいけないというような議論もシナリオと

してはあると思いますので、そういうことを意図されているのか、もしくは、その時点とい

う話では割引率との関係もあると思いますので、割引率のご指摘なのか、ちょっとその辺り

が少し混ざったものがここに書かれているような気がするので、増井委員のここでのお考

えを聞かせていただきたいというふうに思いました。 
 それとも絡むのですが、後のほうで、若干ＳＣＣの話が出てきていて、ちょっとそうおっ

しゃったかどうかクリアでもなかったんですが、そこに私引きずられたせいなのかもしれ

ませんが、価格が上がってきているという感じなのか、別にそうでもないのかは、ちょっと

そこの最新のレポートに関して必ずしも私フォローし切れていないんですが、確かこれま

でのＳＣＣの推計では、３つのモデルを使って、しかも５つのシナリオだったと思いますけ

ども、ベースラインシナリオ４つ、そして 550ｐｐｍシナリオを取ってそれに対してダメー

ジを算定しているということで、むしろちょっとベースラインに近いときのダメージを算

定しているという理解でおりますので、同じような方法を取っているような気もするので、

そうすると、何が高くなった要因なのかということを考えると、必ずしも何か修正した部分

がなくて、時点の価格換算が、ここでいくと 2020 年価格という形で下のグラフでは明示さ

れていますので、時点が違ったことによって数字が上がっているだけのような感じもしな

くもないので、その辺りの事実関係に関して少しクリアにしていただきたいというふうに

思いました。以上でございます。 
○山地座長 
 ありがとうございました。質問に対する回答はこの１回のワンラウンドの終わりにまと

めてと思ったんですが、今の増井委員に対する質問は、ちょっと事務局に対してじゃないの

で、できればこの場で簡単にお願いしたいんですけど、ご回答いただければと思います。 
○増井委員 
 はい。聞こえていますでしょうか。 
○山地座長 
 はい、大丈夫です。お願いします。 
○増井委員 
どうもご質問ありがとうございます。 
 １点目のご質問に関してなんですけれども、ご指摘どうもありがとうございます。 
 私の言いたかったのはまさに緩和、影響、両方ともに増大していると。緩和については２

度あるいは 1.5 度というような、そういう目標を置いたときには対策費用が、限界費削減費

用が増えていって、例えば６枚目のスライドにありますけれども、年次を追うに従って増え

ていくというようなことで、そういうような記述にしております。 
 あと、影響のほうにつきましても、最後のスライド、13 枚目のスライドにありますよう
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に、被害、損害額がどんどん大きくなっているということで、例えば３％の割引率を取った

ときの金額でご覧いただきますと、2020 年から 2050 年にかけて 51 ドルが 85 ドルになる

ということで、緩和、影響、両方どちらを見ても、コストといいますか、価格というのは上

昇していくということを述べさせていただきました。 
 もちろん、ダブルカウントになるんじゃないか、秋池委員のほうからもそれを避けるよう

にというようなご指摘がありましたけれども、緩和のほうを取りますと、当然のことながら

影響のほうは若干小さくなってきますし、緩和策をとらなければ、影響のほうが 100％出て

きますので、この辺はどういうふうな取り組みをしても将来的にコストというのは上昇し

ていくのではないかという、そういう意図で書かせていただきました。 
 ２点目なんですけれども、13 枚目に書いておりますのは何か追加的に分析をしたという

よりも、12 枚目の２月 26 日というところに書いてありますが、今、秋元委員がおっしゃっ

ている、単に物価調整をしたというだけで、2016 年のＳＣＣを 1.23 倍にしたという、それ

だけでございます。 
今、今年の９月から、あるいは来年にかけて、新しくこのＳＣＣを見直すというような作業

が進められておりますので、その辺は、新しい数字として実際に公開されているものは、今

回示したのは物価調整をしたものだけであるという、そういう理解です。以上です。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。では、委員の発言のほうに戻りまして、岩船委員、お願

いいたします。 
○岩船委員 
 ありがとうございます。 
 今回の整理に関しまして、事務局の整理が、恐らく特に原子力のほうなどは一つ一つ必ず

しも全ての中身が分かるわけではないんですけれども、恐らく丁寧に、前回の方法論も踏襲

して整理されているので問題はないと思うんですけれども、ただ、こうやって１個ずつ積み

上げていくことと、また例えば先ほど増井委員や松尾委員からの発言にありますように、世

界でどんなふうに検討が行われているかとか、どういう整理になっているかみたいな話を

併せて提示していただくというのは、非常に価値があるなと思いました。 
 今後の議論もぜひそういう、事務局の整理は整理として丁寧にしていくとして、それを裏

付けるような形で、外部の方を含めた専門家の方の情報を併せて提供していただくという

のは非常にいいやり方なのではないかというふうに思いました。 
 資料に関してコメントさせていただきたいのは、資料１、火力発電所のほうの 24 ページ

です。 
 何か変な音がしましたけど、大丈夫ですか。 
 24 ページなんですが、先ほど秋元委員からもお話があったと思うんですけど、アンモニ

アのＣＯ２対策費の話があったと思うんですけど、24 ページのほうで、そもそも水素発電

のコストで、水素の価格が 1.5 から 3.0 ドルパーキログラムＨ２というように分析されてい
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て、こういうふうに一定の幅を持って分析してはどうかということが書かれております。 
 この点、私も最初に、水素自体がブルーなのかグリーンなのかとかいったことはそもそも

想定しておかなくていいのか、そのときのＣＯ２対策費用との関連はどうなのかという辺

りが気になりまして、単に幅を持って分析するというのでもいいと思うんですけれども、ど

こで作るか、どうやって作るかという方法とセットで想定をしていただいて整理していた

だければいいかなというふうに思いました。恐らく日本で輸入するとすれば、ある程度製造

場所なども限定されるのではないかと思いますので、そういう想定に基づいて、何段階かで

整理されてもいいのではないかというふうに思いました。 
 私からあと１点、増井委員の資料に関して、さきほどＳＣＣの説明があったと思うんです

けれども、資料の７ページに、このＳＣＣ自体が公共事業の費用便益分析・規制影響分析に

おいて用いられるとあるんですが、実際にＳＣＣ自体は実績ベースでこういうものにしっ

かり組み入れられているんでしょうかというのがお伺いしたかった。ここに例があるんで

すけども、これがこういうものに使えるということではなくて、もう既にアメリカではこう

いうものに取り入れられているということでよろしいのかということを確認したかったん

です。以上です。 
○山地座長 
 ありがとうございました。一番最後の点は増井委員に確認してもいいんですけど、私の知

っている限りでは、実際に使われていると思っております。 
 次、荻本委員、お願いいたします。 
○荻本委員 
  荻本です。よろしくお願いします。 
 まず、コスト予想についてはもう何度もお話があったのですが、丹念に正確に積み上げら

れているということで、それを確実にどうぞやっていただきたいということだと思います。 
やはりただ積み上げているだけではよって立つところが欲しくなってしまうので、海外の

例、その他の検討例というものを併せて情報を提示していただくということで、より確実な

ものにするよう整理を最終的にやっていただきたいと思います。 
 第２点は利用率です。利用率については、３～４年のほうは燃料費がかからないというこ

とで、需要の形と密接な関係があって決まってきますが、今日の火力系、原子力系、ＣＣS
も含めて考え方が多いので、これは同じ利用率という言葉を使っておりますけれども、全く

性格が違う利用率であることに注意頂きたい。結果はの呼び名は同じ利用率なんですけれ

ど、火力については、ここは燃料代がかかるということなので、ほかが燃料代の安い発電所

が有効に使われた後それを補っている、そういう結果の利用率だということ。原子力の場合

は、なるべく長く使いたい、これが経済性を上げるということになるんだけれども、メンテ

ナンスを含めて止めざるを得ない時間を除いたこれが利用率だということ。それから、ＣＣ

Ｓはもしかするとその中間にあって、例えば一定の発電はするんだけれども、なるべくそこ

をノーカーボンにしたいというときには、何らかの手だてで利用率を上げるという場合も
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あるでしょうし、逆に、どうしても発電せざるを得ないというときに、そのＣＯ２原単位を

下げるという使い方もあるかもしれない。おのおの利用率の意味合いが違うということを、

これも最終的な整理の段階で分かりやすくまとめていただきたいというふうに希望をいた

します。 
 最後に３点目なんですけれども、今回検討しているのは 2030 年限界費用ベースのプラン

トのコストを検証しているということなのであろうと思っておりますけれども、アンモニ

ア、それから水素という、またはＣＣＳの回収・貯留の部分、あまり実績がないところに関

していろんな費用を積んでくる、丁寧に積んで持ってくるわけなんですけれども、どうして

も不確実性を伴うということでは、ほかの実績がたくさんあるものとはちょっと違うしっ

かりとした説明を付けて、またはバックを付けて最終的に整理をしていただきたいという

のが希望でございます。以上です。 
○山地座長 
 ありがとうございました。では次、高村委員、お願いします。高村委員、聞こえています

か。事務局のほうで何か情報はありますでしょうか。 
○事務局 
 高村先生、今入られていないようですね。確認いたします。 
○山地座長 
 じゃあ高村先生は後にして、原田委員、お願いいたします。 
○原田委員 
 ありがとうございます。私も、これまでの委員の先生方のご指摘どおり、火力、原子力と

も 2015 年の議論を別にして、その後出てきた数字や検証された言及等々でアップデートす

るという原則的なメソッドについては問題ないというふうに思っておりますし、事務局が

ご用意いただいた資料についてもその辺りをしっかり整理されているのかなと思います。 
 また、岩船委員のご指摘にあったように、前回の最新情報を引き続き両論併記でご紹介い

ただいて、読み手に十分な情報提供いただくことが重要だということは、私も全く賛同させ

ていただきます。 
 あと、確定している部分とこれからの技術の方向性、政策的な方向性の議論に幅があるよ

うなものが２つあるというのは、これまでの委員会でも私も含めてほかの委員からもご指

摘がありましたけれども、特にいろんな方向性に幅があるものについては、それぞれのシナ

リオの背景をきっちり説明して、恣意（しい）的な誤用を含めて変に使われないようにはぜ

ひ注意をしていかなければならないかなというふうに思います。 
 あと、個別のお話になりますけれども、まず火力のほうですが、これからガスの価格が低

減していくこと、それから炭素価格が上昇していくことを加味すると、結果としては石炭と

ガスのコストの差異というものは相当程度縮小していくのかなという印象を持っておりま

す。 
 つきましては、水素とアンモニアについて今回このような形で入れていただいたという
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のは非常に大事だなと思っているんですが、ちょっと細かいことになってしまって恐縮で

すけれども、水素の混焼と専焼の取り扱いについて、混焼率が 30％、それから専焼のその

２パターンというところは全くそれでいいのかなと思う半面、この２パターンについて、燃

料代だけの差異で説明がつくというところについては、もう少しちょっと説明を補足して

いただきたいなと思っております。 
 混焼の場合は、原則既存のガス火力発電所における一部の設備入れ替えて対応できると

いうことですし、日本のメーカーも、海外において実装の段階まで来ていますが、専焼につ

いてはまだ事例も少ないということもございますし、今後追加的な何か問題が発生したと

き等に、技術開発のコストなどが現実として起きてくる必要があるのかなと思っておりま

して、単に燃料代だけの差異でいいのかなというのはちょっと疑問を感じているところで

す。 
 あと、一方、アンモニアについてでございますけれども、混焼部分に対して、アンモニア

については受け入れ設備、混焼設備を石炭火力の建設費に含めるということですが、水素の

場合は追加の設備はそれほど必要ないという事実があるということだと思いますけれども、

アンモニアについては追加費用を建設費も含めて、水素については全く入れないというの

は、ちょっと移行ルーティングとしてどうかなという気がしております。やはり水素の場合

でいうと、発電用として接続したり、含まれる、貯蔵施設のようなものも必要なんじゃない

かなというふうに思っておりまして、そういったところについて全く見なくていいのかな

というのはちょっとご説明をいただきたいなと思っております。 
 それから、これは念のための確認でございます。水素、アンモニアの導入に対する政策コ

ストについては、今回タービン等の発電施設に限定すれば、既に民間による技術が相当程度

確立しているため、今後追加的な技術開発等の補助金だったり、政策コストの浮揚の影響は

ないというふうに考えてというご説明かと思っておりまして、それでいいかという確認で

ございます。 
 と申しますのは、海外からの水素の調達であったり、貯蔵や分配については、研究開発自

体、またはサプライチェーンの設備投資にも公的支援を入れてほしいというような要望が

非常に強くありますので、そこと今回ちゃんと切り離すということは適当だと私は思って

おりますけれども、その点について確認をさせていただきたいと思います。 
 ちょっとまたガスの話に戻ってしまいますけれども、先ほども委員のほうからご確認が

ございましたように、私も第１回のときに設備利用率についてコメントさせていただいて、

ちょっと説明といいますか、コメントの仕方が適切でなかったこともありまして、再度問題

意識をご説明させていただきたいと思っております。 
 今回のモデルプラントの設定の議論とはちょっと別になると思いますけれども、例えば

容量市場が非常に成熟して、かつ大量の洋上風力の導入が見込まれている北米や東海岸等

では、抵抗率の古いガスタービンをリフレッシュする際に、意図的に相当程度容量収入に依

存するようなビジネスモデルで、結果的に想定する設備利用率が 50％を切ったとしても、
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投資をやっていこうというような決定するようなプロジェクトも散見されております。ま

た、英国等で私どもが関わっている案件でも、小型のガスエンジンとつなげて、蓄電池も別

途用意しつつ、その組み合わせで調整力市場をターゲットとしているようなビジネスもご

ざいます。 
 もちろん既存電源の、日本における既存の自由化前の電源の扱いとか、一概に比較できな

いことは重々承知しておりますし、今後日本において容量市場であったり調整力市場の設

計、それからオークションの具体的な運営方法等をさらに整備をして、機能として実効的な

ものにしていくことは大前提ではございますけれども、2030 年の断面では、2030 年では、

そのような違うタイプのガス火力のプロジェクト、ビジネスモデルが成立するのではない

かなというのは、ちょっとこの後日本においてそうなるのではないかという希望も含めて

言及させていただきたいと思っております。 
 繰り返しですけれども、今回のモデルプラントに採用して頂きたい趣旨ではないので、ち

ょっとそういうビジネスもあるということだけ付言させていただきます。ありがとうござ

いました。私からは以上です。 
○山地座長 
 ありがとうございました。では次、増井委員、お願いします。 
○増井委員 
  ありがとうございます。何点かございまして、まず、今回の資料とはちょっと離れてし

まうんですけれども、先ほどの説明のときにもちょっと触れさせていただきましたが、想定

するベストなシナリオについて、やはり昨今の気候変動問題に対する取り組みの深化、そう

いうふうなことを考えますと、ＳＴＥＰＳよりもＳＤＳを基準にしたほうが適切ではない

かなと。もちろん不確実性の幅がありますので、両方取り上げるというのは非常に重要かと

言えますが、よりＳＤＳというのを基礎としたほうが実態を反映しているのではないかな

というのが１点目の理由です。特に 2050 年ゼロ排出ということを考えますと、きっとＳＤ

Ｓでも不十分であるということはきちんと認識しておく必要があるかと思います。 
 もう１点、関係のないことといいますか、モデルプラント方式、今回の推計につきまして、

モデルプラント方式そのものの評価というのは、これは私自身も重要性を認識しておりま

すし、全く同意するところではあるんですけれども、2030 年に石炭火力を想定することの

意味というのが果たしてあるのかどうかというのはちょっと考えておいたほうがいいのか

なと思っています。いくら 2030 年に安いからといって 2030 年に新設しますと、2050 年以

降も稼働していくそういう設備ですので、まさに 2050 年排出ゼロといったところに関して

反してしまう技術、座礁資産になってしまいますので、ちょっとこの辺どうなのかなという、

そういう若干の疑問というのは持っております。 
 資料１のところで、ＣＣＳについて、今回は技術やそのコストについて見通されると、見

積もられるということで情報を提供していただきましてありがとうございます。 
 CCS について炭素の除去率をどれぐらい想定されているのか、想定されるのか、また、
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火力発電所と実際埋める場所の距離がどうなのか、輸送距離によってかなり輸送費用とい

うのは大きく異なってくるかと思いますので、この辺りどういうような想定をされるのか

ということによってかなり幅が出てくるのではないかなと思います。この点について事務

局は、現時点でどういうふうなことを考えていらっしゃるのかお聞かせいただければと思

います。 
 次に、水素とアンモニアについてなんですけれども、これも既に多くの委員がご指摘され

ておりましたけれども、燃料について、価格だけではなくて、やっぱりその燃料をどう調達

するのか、これによって費用は変わってくるんですけれども、温室効果ガスの排出量にも影

響してきますので、この点をどう考えるのかというところは非常に重要になると思います。 
 あと、次は資料２の原発なんですけれども、28 枚目のスライドで、運転期間について 40
年、60 年を設定というふうに書かれております。仮に運転年数 60 年に延長する場合に、補

修の費用等はどういうふうに考えていらっしゃるのか。多分 20 年間延長されるとなります

と、その補修の費用というのはさらに 40 年までの費用以上にかかってくるのではないかな

と思うんですけれども、その辺りどういうふうに設定されているか、ここを、もし考え、既

に想定されているのであれば教えていただければと思います。 
 少し前に戻っていただきまして、11 枚目のスライドのほうに、追加的安全対策費の見積

もりについて、実際、現状の 27 基を対象とした最終見積もりでは、１基当たり 1,800 億円

ということで、それがモデルプラントになりますと 1,200 億円と、こういう数字に変わって

いるわけなんですけれども、ちょっとどこかに書いてあるのかもしれませんが、この費用の

見積もりの違い、現状１基で 1,800 億円、これが 1,200 億円になる、こういった根拠、数字

の計算方法についてもご教示いただければと思います。私のほうからは以上です。ありがと

うございます。 
○山地座長 
高村委員、戻られたということなので、次は高村委員、お願いします。 
○高村委員 
 すみません。ありがとうございます。 
○高村委員 
 まず、資料をどうもありがとうございます。資料の１の火力発電についてですけれども、

これは前回申し上げたところでもございますけれども、やはり 2015 年のコスト算定から大

きく変わったところは、50 年カーボンニュートラルに向けて、将来の政策の方向性という

のは、国の大きな目標として示されたということだというふうに思っております。従って、

ＩＥＡのＳＴＥＰＳのシナリオは、もちろん比較の観点から有用だというふうに思います

けれども、他方で、今後の政策導入というのは 50 年カーボンニュートラルの方向で国の施

策を導入されるんだというふうに理解をいたします。 
 従いまして、本来は、今作っていらっしゃるネットゼロシナリオかもしれませんけれども、

少なくとも２度を十分に下回るという水準で作られているＳＤＳのシナリオについて、同
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時に計算を試算の中に入れていただきたいというふうに思っております。これはもちろん、

しっかり将来の政策の方向を見た発電コストを示すということもそうですし、これは単に

それぞれの火力発電所だけではありませんけれども、今ちょうど議論をしている排出をし

ないアタッチメント装置が付いた発電方式について、やはり相対的にしっかりその価値を

評価をするというためにも非常に重要だというふうに思っております。そういう意味で、こ

れは前回申し上げたことの繰り返しですけれども、お願いをしたいと思います。 
 それから、火力についてはもう一つ、これは質問が入っているかもしれませんけれども、

ＣＣＳについてです。何人かの委員からご指摘があったので、かぶらないように、追加的に

ですが１点ご質問なんですけれども、現状としてはＥＯＲが大層を占めているというふう

に理解をしておりますけれども、従いまして、多く得られる実績データというのはＥＯＲを

前提としているというふうに理解をいたします。 
 今回、そういう意味では、ＣＣＳのコスト評価をするときに、どういう諸元を使われるの

かというご質問です。というのは、輸送コスト等もそうですけれども、ＥＯＲかどうかとい

うのはコストの違いとして出てくるというふうに思っていまして、これがご質問でござい

ます。 
 それから、原子力、資料の２についてでございます。松尾委員も含めて、ご報告ありがと

うございました。 
 １つは、2015 年のコスト検証の考え方を踏襲するということですけれども、これをたた

き台にしていくという方向性については了解をするんですが、他方、スライドの 15、ある

いは 18 以下のところかもしれません。事故リスク対応経費のところで、共済方式の中に事

故発生頻度の考え方が入っていることについては、2015 年、先達のワーキングの中でかな

り議論があったと理解をしております。 
 例えば、事故発生頻度を考えるのであれば、リスクプレミアムをどう考えるのかといった

ような議論が１つの例だったかと思いますけれども、こちらについて、その議論を受けてど

ういうふうに対応されるのかと、あるいはどういう議論があったのかご提示いただいて、対

応の仕方について教えていただければというふうに思っております。 
 それから２つ目の点でありますけれども、スライド 11 かと思います。追加的安全対策費

について、直近の見積もりを踏まえて見直すという方向性は賛成であります。これはむしろ

その方向性で、最新のといいましょうか、しっかりデータを集めていただきたいということ

でもあるんですけれども、これは、確か 2020 年、昨年の８月に、朝日新聞さんの取材で、

27 の再稼働に向けた審査申請をした原発の保有会社に対して取材をした、見積額 5.2 兆円

という数字が報道されていたように思っております。 
 これは聞き取りをされたということですけれども、こうした数字等の整合性だけは、どこ

が違うのかという点については教えていただけると、示していただけるといいなというふ

うに思います。 
 それから３点目でありますけれども、建設費含む資本費のところですが、これは資料４の
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松尾委員の資料、大変興味深く拝見をいたしました。データについてお示ししていただいて、

すみません、資料がすぐ出てこなくてあれですけれども……。 
 こちらのところでご指摘をいただいているように、おっしゃるとおりやはり国としてか

なり違うという点ですとか、あるいは、やはり継続的にプラント建設を続けたところが相対

的にコストが低くできているという、そういうご示唆があったかと思います。 
 その上で、これは松尾委員に対しての質問といいましょうか、ご参照されている論文につ

いての質問なんですけれども、ここで示されている、特に韓国とかインドという比較的コス

トが低い形でできているというふうにお示しいただいたところの安全対策基準というのは

どういうふうになっているのかという点であります。既に国による状況の違い、基準の違い

等々を反映しているところは、どういうふうに調整されているか、補正されているかという

点についてのご質問であります。 
 もう一つ、これは今日引用していただいているラベリングのエナジーポリシーの論文だ

と思うんですけど、ご存じのとおり、こちらについてはエナジーポリシー上もかなり議論が

あったところだと思っております。その意味で、１つの非常に大きな世界的なトレンドを示

していただいているということを、この情報の有用性を確認をした上で、他方では、いろい

ろ国の違いですとか、あるいは、先ほどありました、継続して建設ができているかといった

ような違いというのがあるとすると、日本について、足下直近では恐らく竣工が 2005 年が

最後ではないかというふうに思いますけれども、今建設中のものについてこの資本費の中

にプロットしてみるという、あるいはそのコストについて資本費を参照してみるというの

は、ひとつ直近の足下のデータを見るという意味では有効ではないかというふうに思いま

す。 
 あと、すみません、二、三ですけれども、資本費と追加的安全対策費との関係なんですけ

れども、今日お示しいただいているように、追加的安全対策費が当初建設・設計等で考慮さ

れることで、勘定されないで済む、削減される可能性ってあると思っております。 
 他方で、例えば中にあったところで防潮対策といいましょうか、そうしたものは、逆に資

本費、建設費を実績よりも増やす可能性があるものもあるように思っておりまして、これは

原子力だけでなく生じるんだと思いますけれども、その意味で、追加的安全対策費について、

資本費との関係を、追加的安全対策費を、もう少しアイテムを外させていただいて、資本費

との関係を少し整理をしたものをお示しいただくというのが、実際に資本費と追加的安全

対策費の関係性をはっきりさせるということ、明確に認識するという意味で、有用かなとい

うふうに思っております。 
 最後は、事故リスク対応の費用のところです。今回お示ししていただいているものに加え

て、この間、特に損害費用といいましょうか、損害額、スライド 31 でしょうか、のところ

で書かれているような内容については、新しい知見が出ているように思っております。 
 例えば原子力学会で、これは部会だったか委員会だったと思うんですけど、昨年の７月に

お渡しいただいてる放射性廃棄物、廃棄物の処理に関しての報告書のところで、やはり事故
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対応のためのさまざまな作業というもの、あるいはそこから排出される廃棄物の量も含め

て見通し等を出していただいていると思っていまして、こうした辺りは新しい知見として

見ていく必要があるのではないかというふうに思います。 
 それから、同じことは、事故に関連する行政費用についても、幾つかここに入っていない、

ここの行政費用に何を書くのかということを、幾つかの交付金、除染関係の交付金があるよ

うにも思っていまして、ここについては明確にしていただくといいのではないかというふ

うに思っております。すみません、以上でございます。 
○山地座長 
 松尾委員に対する質問は、まもなく松尾委員の発言順がまいってまいりますから、そのと

きにお願いしたいと思います。次、又吉委員、お願いします。 
○又吉委員 
 又吉です。よろしくお願いいたします。聞こえますでしょうか。 
○山地座長 
 はい、大丈夫です。お願いします。 
○又吉委員 
 お願いいたします。 
 まず、火力発電についてお話をさせていただきたいと思います。2015 年試算での考え方

を踏襲することをベースとした事務局案に基本的に賛同したいというふうに思っておりま

すが、ＣＯ２および水素燃料コストの 2030 年の置き方が非常に悩ましいというふうに考え

ています。 
 ＩＥＡの複数シナリオおよび一定の幅を持って分析するという事務局案に賛同したいと

思っておりますが、資料の 24 ページに示されております水素燃料価格について２点ほど確

認させていただきたいと思っております。 
 まず１点目ですが、ＩＥＡの予測値 1.5～3 ドル/kg と、日本の水素ロードマップに示さ

れた目標値、2020 年後半にプラント引き渡し価格 30 円/Nm3 の実現だと思うんですけど

も、こちらの目標との比較感というものを少しご教示いただければというふうに思ってお

ります。 
 現行、為替水準で単純換算すると、大体 15～30 円/Nm3 といったイメージなんですが、

もし換算方法が間違っていたり、アップル・ツー・アップルでの比較に問題がありましたら

ご指摘をいただきたいと思っております。 
 次に、２点目、ＩＥＡの算定する水素燃料費の定義を確認させていただきたいんですが、

こちら、水素キャリアからの水素取り出しに係る設備、燃料コストなどはカウントされてい

るという理解でよろしかったでしょうか。2030 年断面では、日本においては、恐らく海外

からの輸入水素利用がメインになると思われますが、例えばアンモニアとかＭＣＨとかの

場合、相応の規模の追加投資や、水素の取り出し時の熱量が必要になると思いますので、確

認させていただければと思います。 
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 次に、原子力発電につきましてです。こちらも前回議論での考え方を踏襲することをベー

スとしました事務局案に賛同したいと思っております。一方、松尾先生からのご指摘も踏ま

えて１点だけコメントさせていただければと思っております。 
 2015 年検証からの変化として、安全対策工事実施後の再稼働原子炉の稼働率が 75％から

８割と世界平均並みの稼働率を達成しているという事象の顕在化というものが見られるか

なというふうに思っております。現時点においてはまだ多くのプラントが未稼働なため、再

稼働プラント並みの稼働率をモデルプラント諸元として採用することに慎重であるという

考えがあるかもしれませんが、次回のコスト検証時とか、より多くの再稼働炉の高稼働実績

が積み上がっている事象が確認できた際には、モデルプラントの稼働率の再考余地も出て

くるのではないかと考える次第です。以上になります。ありがとうございます。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。では次、松尾委員、お願いします。 
○松尾委員 
松尾です。私から幾つかコメントですが、基本的には事務局が示していただいた資料２の、

大きな考え方については賛成したいところです。 
 やはり問題になるのは燃料費とかＣＯ２のところで、ＳＴＥＰＳかＳＤＳかという話だ

ったと思うんですが、私個人的には、結論から言いますと事務局案に賛成するところであり

ます。ただ、この辺は議論はあり得るのかなというふうに思っていまして、例えばＯＥＣＤ

の評価、昨年末に出したものでは確か 30 ドルにしています。これはＳＴＥＰＳ、もしくは

それ以下ぐらいのところに近いということなんですが、やはり気候変動のほうからトップ

ダウンで言われているところと、多分本当の発電、発電に限らず実際の市場で本当に起きて

いるところが、今までものすごくギャップがあるのかなと思います。 
 ただ、そのギャップが今後どうなるのかというのは分かりませんが、そういった意味で、

例えば高村先生がおっしゃっていましたが、本当に日本で 2050 年にゼロエミッションとい

うことを考えると、2050 年になると、少なくとも、例えばモデル計算上炭素価格、もしく

は限界削減費用が 10 万円とか 20 万円とかになってしまうと。それを入れるのかという話

ではありまして、その辺の概念は、多分まだ誰も整理し切れていないと思います。 
 なので、取りあえずは、私は今回はこのＳＴＥＰＳでいいかなというふうには思うんです

が、一方で、少なくとも幅で示していただいていくことは必要ですということと、それから、

増井さんからお話がありましたように、アメリカのほうでＳＣＣについて議論があります

ので、その辺はちゃんと見ていくと。 
 アメリカのほうもちょっとトランプ政権でひどいことになっていて、また仕切り直して

いくことですが、いろいろ割引率の問題もいろいろあって、難しいそうだというふうにも思

います。私の意見としては、今回は取りあえずＳＴＥＰＳでやっておいた上で、継続的にい

ろんな情報、国の目標ですとかそういったものを踏まえつつ、継続的に見ていくということ

でよろしいのではないかなというふうに思っております。それが１点です。 
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 それから、２点目は、多くの方が言われていましたが、やはり水素ですね。アンモニア、

水素、これは非常に重要で、今回初めて出てくるものなので、非常に引用されるものになる

と思いますので、分かりやすい形で示していくということが必要かなというふうに思いま

す。 
 資本費、つまり水素火力発電所の建設費用とかいったようなものは、先ほど多分原田委員

から、ガス火力とはいろいろ違うんじゃないかと言われていたと思います。多分違うかもし

れないんですが、ここのところは、海外のいろんな試算とかも見ていると、どれぐらい違う

のかというのが分からないので、取りあえずガス火力と同じでやりましょうという事例が、

先ほどのＩＥＡもそうでしたが、多いかなというふうに思っています。 
 なので、そこはある程度やむを得ないかなとも思いつつ、一方でもし違うデータがあるの

であれば違ってもよいかなというふうにも思うところです。基本的にはちゃんと示して、適

切に考慮した上で分かりやすく示すかということになると思うんです。例えば効率も水素

火力のほうが高いと思われている部分もありますが、ガス火力が上がってくれば、水素火力

と効率も同じぐらいになるかもしれない。ただ、ガスと水素では発熱量が違いますし、高位

と低位の差も違ってきますので、その辺をちょっと分かりやすく示していただければなと

思うところです。 
 それから、原子力についてですが、高村先生からちょっと幾つかお話しがありましたけれ

ども、まず規制によって違うんじゃないかということは、まさにそのとおりです。規制とい

うのは規制の在り方によって原子力のコストが変わってくる。それはまさにそのとおりで、

それは非常によく言われているところだと思います。 
 従って、原子力の経済性を高めるためには規制の合理化が必要であるという理論にはな

り得るんですが、それは当然そうで、ロシアでは、規制する人と原子力事業を推進する人と

が同じなので、そういったところもあったりするということはあると思います。ただ、だか

らといって別にロシアとか韓国で規制が緩くて安全性がないからコストが安いんだという

ふうに言うつもりは私は全くありません。そこはあくまでも規制の在り方によって経済性

が違うというところかなというふうには思います。 
 それから、ご指摘いただきましたように、Lovering たちの論文を示しましたが、あれは

2017 年ぐらいに議論になっていました。ただ、議論になっていた点というのは、例えば建

設中利子を入れるか入れないかとか、そういったところでして、基本的にあれを批判した人

たちも、じゃあ韓国の建設費が実際はどうなのとか、インドの建設費がどうなのとか、そう

いったデータが出ていたわけじゃないので。公開されているデータとして存在するのは、

Lovering のデータと、それからＯＥＣＤにあるものかなというふうに思って、それを資料

に出したところです。 
 日本のデータも、公開されたデータとしてありますので、そういったものを見た結果、あ

あいうことかなというふうに思っているところです。 
 一方で、いろんなデータを、前回の 2015 年試算以降出てきたいろんなものをちゃんと参
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照した上で、それとどう違うのか、同じなのかを示していくべきというのは、まさに高村先

生がおっしゃるとおりだなというふうに思っています。例えば事故リスクの被害額でよく

引用されるのが、日本経済研究センターが出した最大 80 兆円、事故被害額がかかるという

のがあり、それがよくテレビ、マスコミで引用されるんですが、多分あれはトリチウム水を

分離するとかいったものが入っているので、多分その分は適切じゃない。 
 その上で、汚染した土壌を処分するために 20 兆円か 30 兆円かかるみたいなことも日本

経済研究センターは言っていまして、その辺は多分私の理解では今回ちゃんと織り込んで

いると思うんですが、その辺を織り込んでいますよということをちゃんと示していくこと

で国民の理解を得ることが重要かなというふうに思っているところです。 
 長くなりましたが以上です。ありがとうございました。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。では、次、松村委員、お願いします。 
○松村委員 
 松村です。聞こえますか。 
○山地座長 
 はい、大丈夫です。お願いします。 
○松村委員 
 基本的に事務局案、事務局の整理を支持します。この方向でやっていただければと思いま

す。その上で、少しだけ気になっている点を申し上げます。 
 まず、火力のＣＣＳに関してなんですが、ＣＣＵＳと書かれていても、実際にはＣＣＳを

計算しているだけで、この委員会でもそのようにするという方針は合理的だと思います。 
 ＣＣＵに関しては、まず個別性があまりにも強過ぎるというか、具体的にそもそもコスト

がどうなるのかも、どんなＣＣＵを考えるのかに依存する。それから、実際にコジェネのよ

うな感じで原料として二酸化炭素を使ったその価値を計算するのも、個別性が大き過ぎる。

現時点では具体的にプラントを選定してコストを推計するほどこなれていないというのは

よく分かります。しかし、実際に行ったとすると、ＣＣＳに比べてＣＣＵのコストが低けれ

ば、つまり総合的なコストが低ければ、そちらを選択する格好になるはずなので、ＣＣＵと

ＣＣＳを併せたコストの、いわば上限がこれから計算されるＣＣＳになっているはず。それ

よりもコストが低くなれば、ＣＣＵのほうがずっと多く普及するということだと思います。 
 この委員会のメッセージが、ＣＣＵＳではなくＣＣＳという格好で示されることによっ

て、日本ではＣＣＵは全く見込みがないと政府が判断した、というような誤ったメッセージ

にならないようにすべき。やることはこの事務局の方針で結構ですが、そういう意味で今回

検討対象にしないが、もちろん大きな期待はある、ということのはず。意図が間違って伝わ

らないようにお願いします。 
 次、ずっと議論があった炭素価格です。まず炭素価格がずっとこれから上がってくる、あ

るいは、もちろん時期を、時間がたてばさらに上がってくるということと、それから政策が
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大きく変わったということによって、適切だと思われる価格が上がるというご意見は支持

します。私もそうだと思います。 
 増井委員のご説明を聞いたときに、先ほどの説明では必ずしもそれだけが根拠ではない

ことはちゃんとご説明いただいたのですが、私自身は帰属価格が当然上がったはず、政策が

大きく変わったことによって変わったはずだというのと、時を経るに従って上がっていく

はずだというのは全くそのとおりであると思いますので、私は、今日の増井委員のプレゼン

の発想を支持します。 
 その上で、幅を持って示すということになるとは思うのですが、炭素価格、基準というか

ベースとなる炭素価格があまりにも低いと、それは変なメッセージを与えないかというこ

とをとても危惧しています。政策がこれだけ大きく変わった。従って、必然的に帰属価格が

2030 年断面で大きく上がっているはずだと思うのですが、そのベースとなるものが、例え

ば 5,000 円を下回るようなもので出てくると、日本はやる気がないということを外にメッ

セージとして出すことにならないかを含めて、いろいろ懸念します。それなりにちゃんとし

た価格がベースケースとなることを期待しています。 
 次に、秋元委員がご指摘になった水素アンモニアに関して、炭素コストを入れないという

のであれば、これはブルーないしグリーンのコストでないとつじつまが合わないとの指摘

は全くそのとおりだと思います。幅を持って推計するとしても、その価格の幅の中にグレー

が入っていないかどうかは念のために確認していただければと思いました。 
 次に、原子力の設備利用率ですが、これは、前のラウンドでも相当に議論があって、それ

でも 70 というのを、ベースケースは 70 というので落ち着いたと思います。これは技術的

に可能だというところと、それから日本の与えられた環境で事業する原子力事業者を想定

して、本当に技術ぎりぎりの、日本の制度を前提とした上でも、そのぎりぎりのところまで

引き上げる能力がそもそも事業者に本当にあるのかという疑問もあったということはぜひ

頭に置いていただきたい。 
 震災前でも、例えば四国電力や九州電力を念頭に置くのであれば 80％台後半を念頭に置

くのはとても合理的に見える。でも、日本の原子力事業者はみんなそんな優等生ばっかりだ

ったわけじゃないですよね。再稼働したところは、優等生２社が含まれた数字だけれど、本

当にそれ、実現可能なのか、という疑問も含めて 70 というのがベースケースになっている

と私は理解しています。私はこれを今回変える必要があるとは思いません。以上です。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。 
 委員の発言は一通りですけども、本日、オブザーバーで山名先生がご参加なんですけれど

も、山名先生からご発言ご希望があればお受けしますが、いかがでございましょうか。 
○山名オブザーバー 
 はい、山名です。今日、原子力の事故対策コストの議論があったときに、ちょうど私その

任務に当たっているために、ご参考になればと思って参加しております。 
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 高村先生のご指摘もあったので、それについては発言いたしますが、それ以外は特にござ

いません。 
○山地座長 
 そうしますと、第１ラウンドが終わりましたので、ここで事務局のほうから、ご質問等ご

ざいましたのでこの場で回答できるところはお願いしたいと思います。 
 まずは長谷川室長からですかね。お願いいたします。 
○長谷川資源エネルギー庁総務課需給政策室長 
 はい、事務局でございます。各論は、本日担当の課室長も参加しておりますので答えても

らうようにしたいと思いますけれども、総論的なところについてざっとご回答していきた

いと思っています。 
 秋池委員から幅とか不確定要因という話もあって、それが二重計上にならないようにと

かいうこと、それから燃料っていろんな事情があるんだけれどねというところですね。ほか

の委員からもございましたけど、個別のケースに入り込んでいくと、ものすごく個別の話に

どんどんなっていってしまうので、その辺、ちょっとバランスを失しない範囲でよく気を付

けていきたいというふうに思っています。 
 それから、秋元委員からあった、もしくはほかの委員からもあったアンモニアと水素の、

グレーとかそういったところの扱いというところも、ちょっとＩＥＡのところなんかもし

っかり当たりながら、国際的な水準でこれをやっていくというのがこのワーキンググルー

プの、筋道立てて分かりやすくやっていくということがポイントかなというふうに思って

おりますので、細かく行くとライフサイクルみたいな話になっていってしまって、ほかのあ

らゆるものも全部そうだという話になってしまうので、ちょっとここは平仄をそろえて整

理をしていくことが大事かなというふうに思っております。 
 あと、岩船先生からも水素価格の話もありまして、この辺りもちょっとセットでやってい

ければというふうに思っております。 
 あと、荻本先生からも、海外の例なんかもちゃんと示しながらというご指摘もいただきま

した。ほかの委員からもいただきまして、基本的にＯＥＣＤとかＩＥＡとか、かなり積み上

げられた議論というものが世界的にも、このワーキングの外にもございますので、そういっ

たものは最大限ベースにしていくということが大事かなと思っております。 
 かなり政策の議論もございました。総合資源エネルギー調査会のそれぞれのところで政

策の議論というものもしておりますけれども、前回、前々回でもここで、ワーキングという

か、コストで出されたことというのは、政策的な目標とかからバックキャストしてるものっ

てかなり広がった上で、いったんあらゆるものについて除こうということがベースかなと

いうふうには思っておりますので、政策のところはもちろん十二分に認識した上で、いろい

ろなエビデンスのあるものを積み上げていくとこうなるというのがまずはベースかなとい

うふうに思っています。そういう意味でも海外の例とかいうのは非常に大事かなというふ

うに思っております。 
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 それから、先ほどの荻本先生の指摘で、火力とか原子力とかＣＣＳ、この辺の意味合いの

違いみたいなものもしっかりまとめるときにやるべきということで、そのとおりだなとい

うふうに思いますし、あと、アンモニアと水素、かなり今回黎明（れいめい）的なケースと

して扱ってございますので、表現の仕方をしっかりしたいというふうに思います。 
 それから、原田委員からもありました両論併記でということと、十分な説明をということ

もしっかりやっていきたいということでありますし、先ほどの、荻本先生と同じような、誤

用がないようにと、誤って使われないように、それぞれ背景についてもしっかり説明すると

いうのも、報告書段階でしっかりやっていきたいというふうに思っています。 
 あと、水素の燃料代だけをというところ、ちょっと私のご説明もあまり、不十分だったな

というふうに思いますけど、混焼と専焼で、専焼のほうは通常のガスタービンよりも少しサ

イズが小さくなるということで、そういう意味では資本費に効いてくるところもございま

す。ただ、この辺のところは開発コストがとか、既存のガス火力との比較でというご指摘も

ありましたので、ちょっとしっかり整理をしたいというふうに思っております。 
 水素とアンモニアの違いですね。アンモニアのほうは、よりその施設がＣＣＳみたいな形

で、発電所、サプライチェーンで見るといろんなものが出てきてしまって、そう言い出すと、

例えば天然ガスも、持ってくるのに港が必要とかパイプラインが必要とか、ある種切りがな

くなってしまうので、発電所というものに着目をして世界的に議論がなされているわけで

ございますけど、ここもちょっと整合的になるようにしていきたいというふうに思います。 
 政策経費については、後ろにガスのところで一部水素のものが入っていたりするわけで

ございますけれども、ちょっとここも矛盾がないように整理をしていきたいというふうに

思うのと、あと、原田委員から、ビジネスベースでガスについては調整力みたいなものも出

てきてと、非常に興味深い点かなと、初回に松尾委員から示していただいた稼働率の議論、

ＯＥＣＤでも議論になっているということと少し整合してくるのかなということでありま

す。 
 あと、増井委員と高村委員からも、2050 カーボンニュートラルを踏まえてということで、

そのこと自体非常に大事かなというふうに思っています。ＳＤＳというものを子細に見て

みますと、国連が掲げてエネルギーアクセスが全部達成されるとか、かなりいろんな前提が

置かれているということもありますので、そういったところで少しそういうことが全部反

映されているということを、世界的に結構操作できないような変数があるところを置くと

いうのがいいのかどうかというのはよく見ていく必要がある一方で、両方を示すというの

はぜひやっていく必要があるかなというふうに思いますので、どっちかという、ＳＴＥＰＳ

って、前回でいうと新政策シナリオという、より意欲的なものにはなっていて、現行のシナ

リオじゃなくてこれからやろうというものが全部入っているというものでございますけれ

ども、その辺り、よく精査していくということかなということと、あと、石炭、2030 どう

なんだということで、前回も石油の話がございまして、石油って想定しないよねということ

はあったんですが、ここはあくまで政策としてどうというよりは数字というものを精査し
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ていくと。水素、アンモニアの逆でありますので、それはそれで数字としてしっかり置いて

おくこと自体がこのワーキングのミッションとしては大事なのかなということかなと思っ

ています。 
 ちょっとＣＣＳとか補償のところは各論担当からご回答したいと思います。 
 あとは、高村委員からもご指摘があった、ＳＤＳについても示すべきというのは、それは

示せるようにしておきつつ、さらに意欲的なものを入れられたいという方については、エク

セルでできるように対応していくということかなというふうに思います。 
 あと、ＣＣＳのところはちょっと担当からご回答できればと思いますけれども、ＥＯＲが

大層ということなんですけど、日本の中にもＣＣＳ、純粋なものとか調査もありますので、

そういうところがベースなのかなと。ちょっとリスクプレミアムのところも担当からお願

いをしたいというふうに思っています。 
 あと、松尾先生のところでは、これは松尾先生に対するコメントですね。 
 あとは資本費ですね。設計の資本費のところは、ここも担当から補足があればというふう

には思いますけれども、中身のものをしっかり精査していくということかなというふうに

思います。ちょっと私の説明も不十分で、防潮堤のところとかはあったんですけど、そうい

うことを考慮していれば、そもそも立地場所から考えるとか、そういう形なんだろうという

ふうには思っています。 
 あと、事故リスクのところは、これも担当からと思いますけれども、多分あらゆる分野で

いろんなアカデミックな指摘というのはあるんだと思うんですけれども、基本的には政府

ベースとか、ＩＥＡとかそういったものというのをいったんベースにして、あとは全体の整

理のことかなというふうに思いますし、行政費用のところはしっかり細かいところは出し

ていくということかなと思います。 
 あと、又吉委員の比較のところも、担当からとは思いますけれども、これはしっかり比較

というか、何がどこまで入っていてということを示すことは大事なんだと思うんですけれ

ども、繰り返しになりますけど、ここのワーキンググループでまずベースとして置くと、議

論に影響のある政策的なブーストが入っている入っていないというところは、少し峻別を

しておいたほうがほかの議論上は有益なんだろうなということですね。 
 あと、アンモニアと水素のところもしっかりちょっと整理をさせていただきたいという

ことですし、原子力についてもそういうデータが積み上がってきたということでコメント

をいただいたというふうに思っています。 
 松尾先生から、逆にＳＴＥＰＳベースかなということでありましたけれども、われわれの

ほうでも何かよりどころが必要かなとは思っておりまして、燃料価格ということで見ると、

かなり上がっていると、上がっていくという見通しも多かったりするので、何らかそういう

ベースを置きながら、もちろん両方のシナリオを見ていくんですけれども、どちらなんです

かという、より蓋然（がいぜん）性が高いほうというのを置いておくのが適切なのかなとい

うことで、もちろんそれが政策として 2050 カーボンニュートラルとかをやらないというこ
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ととは全く違いまして、そういうものは念頭に置きつつ、何も政策的な目標達成のための動

きとかいうものが、何もないと言うとあれなんですけれども、そういったものを加味しない

とこうなるという、そういったようなベースのものというふうに、ここで議論しているもの

はそういうものだということかなと思っています。 
 あと、アンモニア、ガスの整理ですね。それから原子力のお話もいただいていて、これも

峻別すべきというお話とか、それから、最後、松村委員からいただいたカーボンリサイクル

のところ、非常に重要なご指摘でありがとうございます。繰り返しにはなってしまうんです

けど、政策的にやっていくものというものとここでやっているものは違うんですけど、でも

間違ったメッセージになっちゃうといけないというのはおっしゃるとおりですので、カー

ボンリサイクルはグリーン成長戦略の中でも重点分野として位置付けてやっておりますの

で、そういったことはしっかり伝わるようにしていきたいというふうに思います。 
 あとは、それから、炭素価格のお話もありまして、ちゃんとした価格が幾らかというのも

あるんですけど、ただ、ＯＥＣＤだと 30 ドルというふうに置いて試算をしていると。前回

はそういったものも踏まえながらもう少し数字を置いていってみまして、ベース 5,000 円

ではというお話もあったんですけど、炭素に関する負担って、例えばいろんな燃料税とかい

うのも積み上げていくと、１人当たりかなり既に負担しているとか、そういったようなこと

も政策的にはございます。それはそれでカーボンプライシングなんかの議論でもされてい

るわけでございますけれども、何らかベースを置いていって、5,000 円も高いという意見も

あれば、安いという意見も多分あるんだと思いますので、あまりなかなかちょっと水準を決

めにいくというのは難しいのかなということと、あと、ブルー、グリーンというところの水

素、アンモニアの扱いはしっかりしていきたいかなというふうに思います。 
 設備利用率もご指摘があって、前回かなり議論があったのかなと思いますけれども、そこ

も今日またほかの委員の議論もお聞きしつつということかなと思います。 
 取りあえず、私からは以上であります。 
○山地座長 
 ほかの担当の方から、ちょっと私、顔が見えませんので、事務局のほうで順番にお願いし

ます。 
○松野原子力政策課長 
 はい。原子力につきまして、原子力政策課長の松野と申します。よろしくお願いします。 
 幾つか、増井委員、高村委員からご指摘をいただきましたが、まず、増井委員から補修費

用ですね。20 年延長した際の補修費用の考え方ということでご質問をいただきましたけれ

ども、今回の試算の中では補修に関しまして修繕費ということで、これは単に大規模なもの

というだけでもないですけれども、大規模な修繕も含めて修繕費ということで計上をさせ

ていただいておりますので、そういう意味で 20 年延長をした際の補修費用も含まれている

という、こういう整理になっているということでございます。 
 あと、追加対策費、追加安全対策費につきまして、これは増井委員、そして高村委員から
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幾つかご指摘をいただきましたけれども、まず高村委員から、資本費と追加安全対策費の関

係性をよく整理する必要があるんじゃないかということで、防潮堤、防潮対策の例なんかも

挙げていただきましたけれども、当然、資本費、いわゆる建設費に加えまして新規制基準に

基づいた追加安全対策ということをやるということになってございますので、そういう意

味では資本費に加えて追加安全対策費ということが上がってきます。従って、資本費よりも

増えていくと、その後増えていくといったものがあるという、こういうことになっていると

いうことでございます。 
 それと併せまして、追加安全対策費、今回各社から出されたデータは 1,800 億ということ

になってございます。これは資料の 11 ページにございますけれども、これが前回の考え方

を踏襲をしまして、建設費として追加計上すべきかを整理をしておりますけれども、これが

1,200 億円強ということで、安全対策費として計上するということになってございます。 
 これは資料でいいますと、そういう意味では７ページ辺りから整理をさせていただいて

おりますけれども、前回の 2015 年のコストワーキングにおいても同じような議論があった

わけでございますけれども、新設の場合にどれだけの費用を計上したらいいか、項目ごとに

精査をしております。それが８ページ、９ページ、10 ページ辺りに項目ごとに整理をして

ございますが、今回改めて９基の原子力発電所が再稼働を今しておりますけれども、この実

績もしっかりと反映をしていこうということで、そういったデータというか、事実関係を整

理したのが９ページ、10 ページになってございますけれども、一番右側でございます。今

回精査を改めて項目ごとにした結果、新設モデルプラントの経費として計上しようという

ときにはこういうものは除外していくと、こういったことを項目ごとに整理をしたという

ものでございます。 
 それと、高村先生から、朝日新聞の数字ということで 5.2 兆円ということでございました

けれども、これと今回の試算の関係ということでございます。朝日新聞の報道については、

これは朝日新聞だけではなかったかと思いますが、各社いろんな報道を出されております

けれども、これは、各電力会社がそれぞれのお考えの下で公表しているデータがございます

けれども、これを集計したものだったと思いますが、今回、コスト検証でお示しをしている

ようなデータというのは、一定の考え方というか、整理の下でデータを出していただきまし

て、それを整理して計算をしたものだということになっています。 
 そういう意味では、当然そのデータを踏まえて、実際の計算の中では、さっき申し上げた

ようにあらかじめ新規制基準が分かっていれば、不要な費用なんかも当然新設の場合にな

りますと出てきますので、そういったものを除外したものだというふうになってございま

す。 
 追加対策費はそんなことだったかと思います。 
 あと、もう一度高村先生から事故リスクにつきましてご指摘をいただきましたけれども、

前回の事故リスク、事故発生頻度、リスクプレミアム、こういった議論があったんじゃない

かということでございますが、おっしゃるとおりでございまして、非常に、かなりご議論を
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前回のワーキングにおいてもしていただいたところでございます。それらは資料の２の、ペ

ージでいいますと 13 ページ、14 ページ辺りですね。整理をさせていただいておりますけれ

ども、特に 14 ページをご覧になっていただくと整理をさせていただいています。 
 共済方式ということで、２つ目の丸のところで共済方式の算定根拠ということで、追加的

安全対策をやることによりまして事故発生頻度が低減をするということになりますので、

これは各国の規制機関とか国際機関における安全目標、こういったものの相場も見まして、

安全対策実施後のリスク評価の改善幅、こういったものも総合的勘案をして、保守的にさら

に見積もりまして 4,000 炉・円という考え方を、前回、考え方を整理をしてございますが、

今回もその整理を踏襲をしているというものでございます。 
 前回の整理としてはそういうことでございます。 
 あと、今回、それ以降の大きな考え方に影響を与えるような動きは特段起きていないのか

なということで、前回のものを踏襲をしたということでございますけれども、取りあえず私

からは以上でございます。ありがとうございます。 
○山地座長 
 事務局対応は以上と考えてよろしいですか。 
○土屋カーボンリサイクル室長代理（石炭課長） 
 すみません、続きまして、ちょっと何点か。カーボンリサイクルのところでございます。

カーボンリサイクル室の土屋でございます。 
 １点だけ、先ほど松村委員からお話しいただいた点、おっしゃるとおりだと思います。ペ

ージでいいますと、資料の１の 21 ページ目にカーボンリサイクルの概要がございます。 
 先ほど先生からご指摘いただいたように、カーボンリサイクルは技術毎に個別性が高い

ということであります。開発イノベーションのフェーズにあるものが多く、今後、2050 年

カーボンニュートラルの実現に向けて期待される、鍵となる技術ということでございます

ので、そういう特性をしっかり位置付けていければと考えてございます。 
 続きまして、ＣＣＳのところについて、地球室になります。 
○川口地球環境対策室長 
 地球室長の川口です。ＣＣＳの点について、増井先生から除去率、それから距離というこ

とがございました。回収率ということかと思いますけれども、90％ということで考えようか

と思っておりますが、苫小牧の実証でも回収率 99.9％ぐらいを達成していますし、あと、

大崎のＩＧＣＣでも９割以上回収できるというめどは立っておりますので、そうした想定

でいいのかなと思っております。妥当かと考えております。 
 それから、高村先生から圧入のところはＥＯＲが太宗なのではないかということでござ

いますが、おっしゃるとおり貯留だとか輸送、あと、すみません、増井先生の輸送のところ

ですね。 
 輸送もおっしゃるとおりでございまして、距離によりますので、ここはある程度幅を持っ

て考えるということではないかと考えております。 
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 それから、高村先生の圧入のところですけれども、これまでも平成 27 年度にＣＣＳの経

済性評価なんかはしておるのですが、その後苫小牧でも、日本でもＣＣＳをやっております

ので、例えば圧入も、陸域から海域の下に入れるだとか、圧入レートだとか、そうしたとこ

ろの想定なんかも、苫小牧実証、それから事業者のヒアリングなども参考にして試算すると

いうことで考えております。以上でございます。 
○白井新エネルギーシステム課長 
 すみません。続きまして、水素につきまして、新エネルギーシステム課長の白井でござい

ます。 
 さまざまなコメントをいただきました。本当にありがとうございます。 
 まず、先ほど説明もあったんですけれども、ブルーとグリーンの水素について想定しなく

ていいのか、グレーの場合はＣＯ２対策費が必要なんじゃないかと、こういうご指摘を多く

の委員からいただいておりまして、ご指摘のとおりかなと思っております。 
 他方で、現状、2030 年断面で、どのような国からどのような方法で、どのような水素を

調達するかというところがまだ未定ということもございまして、現状、そういったさまざま

なオプションも踏まえた形で、まず国際機関の既存の分析等も踏まえながら、データ的にも

整合性のある幅を持った分析をできればというふうに考えてございます。 
 それから、各論で、水素について設備コストを考慮しないでいいのかというようなご指摘

があったと思いますけれども、原田先生だったと思いますけれども、それにつきましては、

その後に又吉先生からもご指摘がありましたけれども、現状、この資本費の部分は技術開発

中ということもございまして数字がないという状況がございます。そういった背景もあり

まして、ＩＥＥＡの水素レポートの中では、基本的には資本費についてはＬＮＧ火力プラン

トと同一の想定をされているということで、今回の試算においてもそれを踏襲してはどう

かということを考えてございます。 
 それから、又吉先生ですかね。1.5 ドルから 3 ドルパーキログラムというのがどういう数

字かということでございますけれども、これにつきましては、リューベ当たりに換算します

と大体 14 円から 30 円になります。ご指摘のとおり、水素基本戦略におきましては 2030 年

断面で 30 円という供給コストを目標にしております。 
 ＩＥＡの水素レポートにおいて、24 ページにあるような分析において、このコストがど

のようなコストを含んでいるかというご指摘につきましては、これは、今回の 24 ページに

あるグラフ自体は、水素の供給コストによって、天然ガス火力とブレークイーブンになるよ

うな発電コストというのが大きく変わってくるということを示すための図でありまして、

その 1.5 と 3.0 に特段意味があるものではないというふうに理解してございます。その点補

足をさせていただければと思っております。私からは以上になります。 
○山地座長 
 以上で事務局対応は終了ですか。 
○事務局 
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 はい。いったんそういったことでお願いします。 
○山地座長 
 ありがとうございます。最初のラウンドの発言に対して事務局から対応していただきま

した。ほかの委員のご発言もお聞きになったと思いますので、２度目の発言をしたいという

ことでございましたらお受けしますけれども、今回はチャットボックスで意思表示をして

いただければご指名いたします。よろしくお願いします。 
 今のところ、チャットボックス、私開いて見ているのですけど、特に書き込みがありませ

んけれど、よろしゅうございますか。 
 秋元委員から発言ご希望ということですね。秋元委員、お願いします。 
○秋元委員 
 どうもありがとうございました。 
 カーボンプライスの想定のところでですが、いろいろご意見があって、私も複数やるとい

うことに関しては全く賛同なんですが、どこを中心に置くかということであると、ＳＴＥＰ

Ｓを中心に考えてというのがいいのではないかというふうに思います。 
 なぜかと申しますと、確かにモデルを分析をすると、カーボンプライスは将来的にずっと

上がっていく。カーボンニュートラルのシナリオであるとか２℃シナリオでいくと、ずっと

上がっていく結果が出てくるわけですが、本当にそういうカーボンプライスがリアルワー

ルドで実現するのかというと、なかなか難しいというのが一般的な認識だろうと思います。

よって、イノベーションが必要だと。 
 要は、モデルで想定できていないような、今想像できないようなイノベーションがなけれ

ば、なかなか現実の世界では、２度目標にしろ 1.5 度目標にしろ実現が難しい。よって、イ

ノベーションだという議論が主流だというふうに思います。よって、中心的に考えるのはＳ

ＴＥＰＳでいいのではないかという気がしています。 
 先ほど増井委員から紹介があった、一方、ダメージ側から見るという意味では、ＳＣＣと

いう部分で、アメリカでは一般的に、トランプのときは若干違う形を取りましたが、３％と

いった割引率のところで見ると、それほどＳＴＥＰＳと大きく変わるような数字でもない

という感じもしますので、そういう意味で、ＳＴＥＰＳでいいんじゃないかという気がして

います。 
 もう一つ申し上げますと、先ほどちょっとご質問させていただいた点とも絡むのですが、

将来上がっていくというふうに言いますけども、ただ、これも先ほど申しましたとおり技術

がなかなかそれ以上ないので、コストが上がっていくということですが、例えばカーボンバ

ジェット的な概念でいくと、結局上がっていく率というのは割引率の想定部分が上がって

いくということだけになってしまいますので、要は限界値が時点間で同じになっていて、差

分、上がっていく分は割引率の問題だということになるので、そういうことからを含めても、

それほど急激に上がるというシナリオを用意する必要もないかなというのが私の考えでご

ざいます。以上でございます。 
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○山地座長 
 ありがとうございました。ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。秋元委員の話に

私が答えると内部的になっちゃうので控えますけれどもね。じゃあ事務局から発言お願い

します。 
○久米電力・ガス事業部政策課長 
 電ガ部政策課長の久米でございます。先ほど松野課長から原子力について包括的に説明

がございましたけれども、高村先生からご指摘のありました損害額の算定方法につきまし

て、資料の２の 31 ページに、廃炉が８兆円となる見込み、除染・中間貯蔵がそれぞれ４兆、

1.6 兆という見込みを書かせていただいております。 
 現時点で、廃炉の８兆円につきましては 1.5 兆円を使われてございまして、除染・中間貯

蔵がそれぞれ 2.4 兆円、0.1 兆円ということになってございます。 
 それで、この見通しについて、現時点で最新状況、あるいは支払い状況も踏まえてすぐに

見直す、試算を行う必要はないというふうに考えてございますけれども、引き続き見直すべ

きタイミングがあれば見直していくということかと思っております。 
 ご議論がありました日本経済研究センターの試算は、例えば廃炉・汚染水、処理水につい

ても、まだ技術が実装されていないもので、全てトリチウムを分離するといったことで、相

当、50 兆円かかるというような見通しをされておられたということですね。 
 いろんな研究、いろんな見解が出されているというのはわれわれも承知しておりますけ

れども、廃炉費用につきましても、まだまだデブリをどういった形で存在して、どういった

形で取り出すのかというところも含めて、試算する前提が調っていないということだと思

いますので、当面この数字で置かせていただくということを考えてございます。以上でござ

います。 
○山地座長 
 どうもありがとうございました。オブザーバーの山名先生から追加説明ということでご

ざいますので、山名先生、お願いします。 
○山名オブザーバー 
 原子力損害賠償・廃炉等支援機構山名でございます。 
 高村先生のご指摘の事故対策費用、また、今、久米さんからのご説明がありましたが、そ

れについて簡単に背景だけ紹介しておきたいと思います。 
 福島第一の廃炉というのは、大きく、燃料デブリを取り出すところまでと、その後という

ことに分かれるわけです。燃料デブリを取り出すところまでは確たる算出の根拠は全くな

いんですが、世界の成功した事故炉の取り組みの例を参考に、世界の有識者の意見を取り入

れまして８兆円と、最大８兆円ということで仮置きしながらやっているところです。 
 われわれとしては、８兆円以下に抑えるような技術的な今設計を進めているところであ

るというふうにご理解いただきたい。 
 また、デブリ取り出しが終わった後の廃棄物の問題について、高村先生ご指摘のように原
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子力学会が試算を出しております。ただ、この試算につきましても、実際燃料デブリが一体

どういうものであるとかということは、ほぼ、全くと言っていいほど分かっておりませんし、

取り出す方法も今設計研究の途上にありますので、工法によって廃棄物の排出量というの

は全く変わってきます。 
 それから、こういった事故炉の廃棄物を処分する場合の原子力安全規制の基準が全くま

だ整理されていないということがあります。また、こういった処分をどうするかという社会

的な問題等を考えますと、基本的にこの問題については全く白紙状態というか、物事を考え

る基準が、デブリ性状、工法、廃棄物の規制、社会的な問題、あらゆるものが全く決まって

いない、未知であると、はっきり言うとこういう状態にあります。 
 ８兆円の問題について、私ども、ベストで、できるだけ安くするように、今工法を選定す

る作業を進めておるんですが、それももうしばらくかかるという、こういう状況にあります。 
 原子力学会の場合は、どちらかというとそういう現状の話全くなしに、仮説、仮定を置い

て大きな幅でこれぐらいの量になるというような試算をされていまして、それはそれであ

る種アカデミックに大変参考になるものがありますが、高村先生がおっしゃったように、最

新値としてコストに入れていくようなものでもなく、あくまで試算に基づく評価というこ

とでありますので、なかなかこの問題についてはコスト算定に入れていくような十分なデ

ータが全くないと言わざるを得ないというのは、私ども現場を見ている者の立場でありま

す。 
 こういうふうに、何も分からないものをどうやってコストに入れていくかという議論は

今後先生方のご議論にお任せいたしますが、１Ｆの廃炉については、今、こういう状況にあ

ります。以上でございます。 
○山地座長 
 ありがとうございました。この後、松村委員が２度目のご発言ご希望ですので、お願いい

たします。 
○松村委員 
 松村です。聞こえますか。 
○山地座長 
 はい、大丈夫です。お願いします。 
○松村委員 
 誠に申し訳ありませんが、私は秋元委員の先ほどのご意見を共有しておりません。私は帰

属価格は上がっていくとの増井委員の意見は極めて自然だとまだ思っています。2050 年に

ネットゼロというのを目指すということを言っているわけで、もちろんそのときには技術

革新が進んでいる、絵空事にはなっていないと思うのですが、少なくともネットゼロになっ

ているわけですから、正しく制度が設計されれば炭素税の支払額はネットでゼロになって

いるはずですが、帰属価格としてはそれなりに高い価格になると考えるのが自然だと思っ

ています。 
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 さらに、その帰属価格というのが十分高くなる、これから高くなるということがあるから

こそイノベーションが進むというようなこともあると思いますので、私は増井委員のおっ

しゃったことがとても自然だと思っています。 
 ただ、この点は意見の一致は不可能だと思いますので、もうこれでやめます。以上です。 
○山地座長 
 できれば、今の件はオフラインでやっていただきたいと思っています。 
 高村委員、お願いします。 
○高村委員 
 すみません。ありがとうございます。 
 ２点、まず、事務局はじめ、山地先生も含めて、お答えありがとうございました。 
 １点目は、先ほど冒頭に申し上げましたシナリオ、特に搬送価格に関わるところですけれ

ども、２つのシナリオをベースで示せるようにということで、室長のほうからご回答いただ

いたというふうに理解をしておりまして、ぜひそのような形でお願いをしたいと思います。 
 やはり、先ほど申し上げましたように、脱炭素、低炭素技術をしっかりイノベーションす

る方向性を国が持っているということのメッセージにもなるというふうに思いますので、

この示し方というところでは動かさないようにお願いをしたいと。 
 それから２点目、すみません、損害コストといいましょうか、事故リスク対応のところは

詳細をどうもありがとうございました。 
 山地先生はじめご説明いただいたんですけれども、恐らく足下でもこうした事故リスク

の損害コスト、より明確にしていこうという研究が進んできていると思っております。ただ、

現時点でコストを算定するだけのもの、水準になっていないということでございました。 
 しかしながら、言い方を変えますと、時効に伴う損害額で、どうしてもコストに勘定でき

ないものを残した形でのコストを示すということであるというふうに理解をいたします。

そのことがしっかり明確に伝わるような形でコスト算定を出すことができればというふう

に思います。ただ、足下で、先ほど言いました追加的安全対策費、あるいは事故リスク対応

のところでも明記、精査できるところはぜひしっかり入れ込んでいただきたいというふう

に思っております。以上でございます。 
 
３．閉会 

 
○山地座長 
  ありがとうございました。ほかにはよろしいですかね。チャットボックスにはメッセー

ジはないようですね。 
 それでは、今日は１時から始めましたから、もともと４時までの予定でしたけど、かなり

長い時間議論してまいりまして、特に追加ご発言ご希望はないようでございますので、この

辺りで今回終了といたしたいと思います。 
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 次回４月 20 日開催で、系統安定化費用等について議論をする予定でございます。 
 本日はこれにて閉会といたします。ご参加ありがとうございました。 
 


